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必ずご一読いただき、保険契約の申込み承諾後にお送りする
保険証券とあわせて大切に保管してください。

ご契約のしおり
約款

無配当 指定通貨建積立利率変動型一時払終身保険

この冊子は、保険契約にともなう
大切なことがらを記載したものです。
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はじめに
この冊子は、保険契約に際しての重要事項をまとめたものです。

必ずご一読いただき、内容をご確認ください。

ご契約後は、保険証券とあわせて大切に保管してください。

なお、記載しているさまざまな取扱いについては、実際に取扱い

を行う時点における当社所定の範囲内での取扱いとなります。

この冊子は、つぎの２つの内容で構成されています。

ご契約に際してのお知らせとお願い、各種手続き、商品のしくみと特徴、税法上の
取扱い等、ぜひ知っていただきたい重要事項をわかりやすく説明しています。

ご契約のしおり

ご契約についての取り決めを記載したものです。「ご契約のしおり」とあわせて
お読みいただき、契約内容を正確にご理解いただきますようお願いします。

約款
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しくみと特徴

無配当 指定通貨建積立利率変動型一時払終身保険

一時払終身保険 Moonshot［ムーンショット］

しくみ

以下のときに保険金をお支払いします。
被保険者が死亡したとき：死亡保険金

支払額は以下のとおりです。
死亡した日の積立金相当額または解約払戻金相当額のいずれか大きい額

積立金とは、将来の死亡保険金を支払うために一時払保険料を積立てた部分をいい、
積立利率によって複利運用します。

▲
契約日

▲
積立利率計算基準日

▲
積立利率計算基準日

一
生
涯
保
障

 

（
基
本
保
険
金
額
）

一
時
払
保
険
料

解約払戻金額

死亡保険金額

積立金額

積立利率保証期間10年積立利率保証期間10年積立利率保証期間10年

保険期間 ： 終身

※上図はイメージ図であり、積立利率の推移を保証するものではありません。

契約時の基本保険金額は以下のとおりです。

指定通貨 払込通貨 基本保険金額

米ドル
米ドル 一時払保険料と同額

円（保険料円入金特約） 保険料円入金額の米ドル換算金額

円 円 一時払保険料と同額

※指定通貨が米ドルで払込通貨が円の場合、基本保険金額は申込み承諾後に送付する保険証券をご覧く
ださい。

保険金の支払事由および支払額については、「保険金のお支払い」をご参照ください。	 	

�   9  ページ

 �保険金・給付金 
被保険者 
積立金 
解約払戻金

 �一時払保険料 
基本保険金額 
積立利率保証期間 
契約日 
積立利率計算基準日 
保険期間 
積立利率

保険料円入金特約
について
 16  ページ

「保険料円入金特約」

 �保険証券
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特 徴

1. 万一のときの保障が一生涯続く、指定通貨建の一時払終身保険です。

2. 指定通貨は、米ドルと円の2通貨から選択できます。
※ご契約後に指定通貨を変更することはできません。

3. 一時払保険料を所定の積立利率に基づいて運用します。
※積立利率は、積立利率保証期間（10 年）ごとに更改します。くわしくは「積立金と積立利率」をご
参照ください。  ８  ページ

4. 保険期間中に死亡した場合、死亡した日の積立金相当額または解約払戻金相
当額のいずれか大きい額を死亡保険金としてお支払いします。
※くわしくは「保険金のお支払い」をご参照ください。  9  ページ

5.「保険料円入金特約」により、米ドル建の一時払保険料を円で払込みいただく
ことができます。
※保険料円入金特約は指定通貨で米ドルを選択したとき、付加することができます。くわしくは「保

険料円入金特約」をご参照ください。  16  ページ

6.「円支払特約」により、米ドル建の保険金や解約払戻金等を円でお受取りいた
だくことができます。
※円支払特約は指定通貨で米ドルを選択したとき、付加することができます。くわしくは「円支払特

約」をご参照ください。  17  ページ

7. 解約する際、市場金利に応じた運用資産の価格変動を解約払戻金額に反映す
る「市場価格調整」を行います。
※くわしくは「解約と解約払戻金」をご参照ください。  34  ページ

十分にご確認のうえお申込みください。

• この保険には、お客さまに負担いただく諸費用があります。
•�この保険には、「為替リスク（指定通貨が米ドルの場合）」「金利変動リスク」
「早期解約時のリスク」があり、死亡保険金額や解約払戻金額が一時払保険料
を下まわり、損失が生じるおそれがあります。

•�この保険のリスクは保険契約者および受取人が負います。
•�各リスクは複合的に発生する場合があります。そのため、予期しない損失が生
じるおそれがあります。

 �保険契約者 
受取人

 �指定通貨

 �特約

 �解約 
市場価格調整
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積立金と積立利率

■積立金と積立利率
•�積立金とは、将来の死亡保険金を支払うために一時払保険料を積立てた部分をいいます。
•�積立金額は、契約日および積立利率計算基準日に適用する積立利率を基に、経過した
年月数により計算され、複利で増加します。

積立利率の計算
•�積立利率は、毎月1日と16日につぎの方法で計算します。

積立利率   ＝   平均指標金利＊1    ＋   調整率＊2    ー   保険契約関係費率＊3

＊1 �下表の指標金利の所定期間の平均値を用います。
＊2 �下表の範囲内で、当社が積立利率計算の際に決定します。
＊3 �死亡保障やご契約の締結・維持などに必要な費用を率に変えたものです。「死亡保障費率」	
「新契約費率」「維持費率」で構成されます。

指定通貨 指標金利 調整率
保険契約
関係費率

米ドル

つぎの２つの指標の利回りを単純平均した利回りとします。

USD US Corporate A+ A A- BVAL Yield Curve 10 Year

USD US Corporate BBB+ BBB BBB- BVAL Yield Curve 10 Year

＋1.0%

〜

－1.5%

最大
0.96%

円 JPY Japan Corporate A+ A A- BVAL Yield Curve 10 Year
最大
0.53%

•�適用された積立利率は、積立利率保証期間（10年）中、一定です。
•�積立利率は、契約時は契約日における積立利率を適用し、その後に到来する積立利率計
算基準日＊4に更改を行います。
•�積立利率は、0.01%を最低保証します（最低保証積立利率）。
•�積立利率計算基準日における被保険者の年齢が101歳以上となるとき、その日を最終
の積立利率計算基準日とし、以後、積立利率の更改は行いません。また、適用する積立
利率は、最低保証積立利率となります。

ご注意ください。

・�当社は、将来の運用情勢の変化により上記の利回りが算出されなく
なったとき、または長期間にわたりこの保険の運用対象と明らかに連
動しなくなったとき等、上記の利回りを指標金利の計算に用いること
が適切でなくなったと認めた場合には、主務官庁の認可を得て、指標
金利を変更することがあります。
・�この場合、指標金利を変更する日の２か月前までに保険契約者にお
知らせします。

最新の積立利率については、当社のウェブサイトをご参照ください。

 オリックス生命ウェブサイト https://www.orixlife.co.jp/fx/whole-life/accumulation-interest-rate/

 �積立金 
積立利率 
一時払保険料 
積立利率計算基準日

 �積立利率保証期間

＊4	 積立利率計算基
準日は10年ごと
の契約応当日を
指します。

https://www.orixlife.co.jp/fx/whole-life/accumulation-interest-rate/
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■死亡保険金
支払事由：被保険者が死亡したとき
受取人　：死亡保険金受取人
支払額　：死亡した日の積立金相当額または解約払戻金相当額のいずれか大きい額

保険金の据置支払
死亡保険金をすぐに受取らずに、所定の期間内、指定通貨建で当社に据置くことができま
す。
保険金の受取人は据置期間中いつでも据置金＊全額の払出しを請求することができます。

米ドル建の保険金・据置金は、円支払特約を付加することで、円に換算してお受
取りいただけます。

くわしくは「円支払特約」をご参照ください。  17  ページ

ご注意ください。

米ドル建の保険金を円で受取る場合、為替相場の変動により、受取る
保険金の円換算金額が、保険料円入金額を下まわる場合や、ご契約時
における保険金の円換算金額を下まわる場合があり、損失が生じるお
それがあります。

＊据置金とは当社に据
置く間の保険金のこ
とをいいます。
据置金には所定の
利息をおつけしま
す。据置金の利率に
ついては、当社の
ウェブサイトでご確
認ください。
	 オリックス生命
	 ウェブサイト
	 h t t p s : / / www.
orixlife.co.jp/

保険金のお支払い

 �支払事由

 �普通保険約款 第5条
「死亡保険金の支払」

https://www.orixlife.co.jp/
https://www.orixlife.co.jp/
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■指定通貨が米ドルの場合、為替リスクがあります。
指定通貨で米ドルを選択した場合、保険料円入金額を「米ドル」に換算する際、または保
険金や解約払戻金等を「円」に換算する際に、為替相場の変動による影響を受けます。
•為替相場の変動により、受取る保険金や解約払戻金の円換算金額が、保険料円入金額
を下まわり、損失が生じるおそれがあります。
•為替相場の変動により、受取る保険金や解約払戻金の円換算金額が、契約時における
保険金や解約払戻金の円換算金額を下まわり、損失が生じるおそれがあります。

※為替相場の変動がなかった場合でも､為替手数料分が差引かれるため､受取金額が一時払保険料
を下まわる場合があります。

■�保険料円入金額の米ドルへの換算について（保険料円入金特約
を付加した場合）
保険料円入金額を「米ドル」に換算して、米ドル建の一時払保険料に充当します。一時払
保険料の額は、当社所定の為替レートの変動による影響を受けます。

例）保険料円入金額が1,000万円の場合

保険料円入金額 当社所定の為替レート（1 米ドルあたり）
一時払保険料

（基本保険金額）

1,000 万円
120円の場合 83,333.34 米ドル

150円の場合 66,666.67 米ドル

180円の場合 55,555.56 米ドル

※上記の「当社所定の為替レート」は、変動を説明するための例示であり、実際の数値とは異なり
ます。また、上限・下限を示すものでもありません。
※保険料円入金額の米ドル換算金額（基本保険金額）はセント未満切上げです。

「保険料円入金特約」をあわせてご参照ください。  16  ページ

 �指定通貨

為替リスクについて
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■保険金額等の円への換算について（円支払特約を付加した場合）
保険金額や解約払戻金額等を円に換算する際、当社所定の為替レートの変動による影響
を受けます。

例）保険金額が8万米ドルの場合
死亡保険金 当社所定の為替レート（1 米ドルあたり） 円換算後の保険金額

8 万米ドル
120円の場合    960 万円

150円の場合 1,200 万円

180円の場合 1,440 万円

※�上記の「当社所定の為替レート」は、変動を説明するための例示であり、実際の数値とは異なり
ます。また、上限・下限を示すものでもありません。
※保険金や解約払戻金等の円換算金額は円未満切上げです。

「円支払特約」をあわせてご参照ください。  17  ページ
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■金利変動リスクがあります。
解約・減額する際、市場金利に応じた運用資産の価格変動を解約払戻金額に反映する「市
場価格調整」を行います。
•解約・減額する場合、市場金利の変動に応じた市場価格調整額を引去ることにより、解
約払戻金額が一時払保険料を下まわり、損失が生じるおそれがあります。

※解約・減額時の市場金利が、契約時または積立利率計算基準日と比較して、上昇した場合は解約払
戻金額が減少し、逆に下落した場合は増加することがあります。

市場価格調整に伴う各種計算方法については、「解約と解約払戻金」をご参照ください。

�   34  ページ

 �解約 
解約払戻金 
市場価格調整

金利変動リスクについて



ご契約のしおりご契約のしおり

13

早期解約時のリスクについて

■早期解約時のリスクがあります。
解約・減額する際、契約日からの経過年数に応じて解約控除額を引去ります。
•契約日から10年未満で解約・減額する場合、解約控除額を引去ることにより、解約払
戻金額が一時払保険料を下まわり、損失が生じるおそれがあります。

解約控除については、「解約と解約払戻金」をご参照ください。    34  ページ
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■この保険は、お客さまに負担いただく諸費用があります。

保険期間中に負担いただく費用
積立利率保証期間ごとに適用する積立利率は、指定通貨に応じて、当社が定めた利率から、
保険契約関係費率を差引いて設定します。したがって、保険期間中、お客さまに直接負担い
ただく費用はありません。

解約や減額を行う場合の費用（解約控除）
契約日から10年未満で解約や減額を行う場合、積立金額に対して、経過年数に応じた解約
控除率を乗じた解約控除額を引去ります。

保険金を年金で受取る場合の費用（年金支払特約を付加した場合）
年金支払開始日以降、受取年金額の1.0％（本冊子作成時現在）を、年金支払日に負担いた
だきます。
※年金額は上記の控除を前提に設定します。別途、年金額から差引く費用はありません。

＜指定通貨で米ドルを選択した場合＞
保険料円入金額を「米ドル」に換算するときの費用（保険料円入金特約）
保険料円入金額を、米ドルに換算する際に適用する当社所定の為替レートは、為替手数料
を含みます。

保険金や解約払戻金等を「円」に換算するときの費用（円支払特約）
米ドル建の保険金や解約払戻金等を、円に換算する際に適用する当社所定の為替レートは、
為替手数料を含みます。

米ドルの取扱い時にかかる費用
保険料の振込み、保険金や解約払戻金等の受取りを米ドルで行うとき、振込手数料やリフ
ティングチャージ等の費用が別途必要になることがあります。
※各種手数料の金額やお支払い等については、ご利用の金融機関にご確認ください。

保険契約関係費率
について
 8  ページ�

「積立金と積立利率」

 �解約	 
契約日

解約控除率につい
て
 34  ページ�

「解約と解約払戻金」

保険料円入金特約
について
 16  ページ

「保険料円入金特約」

 �解約払戻金

円支払特約について
 17  ページ

「円支払特約」

契約にかかる諸費用
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保険料円入金特約

米ドル建の一時払保険料を円で払込める特約です。
この特約は、指定通貨で米ドルを選択したとき、付加することができます。

■特約について
円により払込まれた金額（保険料円入金額）を米ドルに換算して、米ドル建の一時払保険
料に充当します。

換算基準日
米ドルに換算する場合、つぎの換算基準日＊１における当社所定の為替レートが適用さ
れます。

対象 換算基準日

一時払保険料 当社が保険料円入金額を受領する日

※�当社所定の為替レートは、当社が指定する取引銀行が公示する、受領日の対顧客電信売相場（TTS）＊2

を上まわることはありません。

ご注意ください。

保険料円入金額を米ドルに換算した金額（一時払保険料）は、当社所
定の為替レートの変動による影響を受けます。

当社所定の為替レートについては、当社のウェブサイトをご参照ください。

 オリックス生命ウェブサイト https://www.orixlife.co.jp/fx/whole-life/accumulation-interest-rate/

 �約款 4.
保険料円入金特約

 �換算基準日

＊１	当社が指定する
取引銀行の休業
日に該当すると
きは、その直後の
取引銀行の営業
日となります。

＊２	1日のうちに公
示の変更があっ
た場合には、その
日の最初の公示
値とします。

https://www.orixlife.co.jp/fx/whole-life/accumulation-interest-rate/
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円支払特約

米ドル建の保険金や解約払戻金等を円で受取れる特約です。
この特約は、指定通貨で米ドルを選択したとき、付加することができます。

■特約について
米ドル建の保険金や解約払戻金等を円に換算してお支払いします。

換算基準日
円に換算する場合、つぎの換算基準日＊１における当社所定の為替レートが適用されます。

対象 換算基準日

•死亡保険金
•解約払戻金
•据置期間中の据置金

書類到着日＊2の前日

据置期間満了後の据置金 据置期間の満了日

年金基金 年金基金を設定する日の前日

※�当社所定の為替レートは、当社が指定する取引銀行が公示する、換算基準日の対顧客電信買相場
（TTB）＊3を下まわることはありません。

ご注意ください。

米ドル建の保険金額や解約払戻金額等を円に換算した金額は、当社
所定の為替レートの変動による影響を受けます。

当社所定の為替レートについては、当社のウェブサイトをご参照ください。

 オリックス生命ウェブサイト https://www.orixlife.co.jp/fx/whole-life/accumulation-interest-rate/

 �約款 5.
円支払特約

＊１	当社が指定する
取引銀行の休業
日に該当すると
きは、その直前の
取引銀行の営業
日となります。

＊２	書類到着日とは、
完備された請求
書類が当社に到
着した日をいい
ます。

＊３	1日のうちに公
示の変更があっ
た場合には、その
日の最初の公示
値とします。

https://www.orixlife.co.jp/fx/whole-life/accumulation-interest-rate/
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保険金を年金の形でお支払いする特約です。

■特約について
特約を付加することで、死亡保険金を年金形式で一定期間お支払いします。
年金をお支払いするための原資を年金基金といいます。

年金の種類
つぎの年金の種類（支払期間・型）から選べます。

年金の支払期間 年金の型

5年 定額型 逓増型（5％複利）

10年 定額型 逓増型（5％複利）

15年 定額型 逓増型（5％複利）

この特約は以下の方のお申し出によって付加できます。
　�申込時または継続中：保険契約者
　�保険金の支払事由発生後：保険金の受取人

年金のお支払い
• 指定通貨が米ドルの場合、円支払特約を付加して円に換算し、年金基金を設定します。
•年金基金設定時に、当社の定める方法により年金額を算出し、年金としてお支払いし
ます。
•将来の年金のお受取りにかえて、一括払を請求することができます。この場合、未払年
金の現価相当額を一括でお支払いし、その後の年金はお支払いしません。
•第1回の年金支払日は年金基金設定日と同日です。

ご注意ください。

・年金は円でお支払いします。米ドルでのお支払いは取扱いません。
・�年金支払期間中に年金受取人が死亡した場合、未払年金の現価相
当額を一時金として、年金受取人の法定相続人にお支払いします。	
この場合、その後の年金はお支払いしません。
・年金受取人を変更することはできません。
・年金額が当社の定める額を下まわる場合は取扱いません。
・保険金の一部を年金基金に充当することはできません。

 �約款 2.
年金支払特約

円支払特約について
 17  ページ�

「円支払特約」

年金支払特約



ご契約のしおり

19

契約に際して

3



ご契約のしおり
主な保険用語参照

しおり参照

約款参照

3

20

契約に際して

■告知について
この保険は、健康状態についての告知が不要です。

告知
 �普通保険約款 第18条

「告知」

Ⅰ 告知
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■申込みの方法について
申込書は、保険契約者および被保険者ご自身で記入してください。

【当社の生命保険募集人（生命保険代理店を含みます）所定の情報端末（タブレッ
ト等）を利用してお申込みいただく場合】
当社が情報端末上に用意したお手続き画面にしたがって、お申込みに関する情報を入
力いただき、入力内容を十分お確かめのうえ当社に送信してください。

■�一時払保険料または一時払保険料相当額の払込みと領収証に
ついて
当社指定の金融機関の口座にお振込みいただきます。領収証は発行しません。
保険証券がお手もとに届くまで、お振込みの控えを大切に保管してください。

■�一時払保険料相当額の取扱いについて
・当社がお申込みのお引受けを承諾する前に、一時払保険料に相当する金額を払込んで
いただく場合には、当社は一時払保険料相当額として領収します。
・当社が保険契約をお申込みどおり承諾するときには、一時払保険料に充当します。
・当社がお申込みのお引受けをお断りするとき、またはお申込みに変更を加えたことに
申込者の同意を得られない場合は、一時払保険料相当額をお返しします＊1。この場合、
利息はおつけしません。
・当社がお申込みのお引受けを承諾した後に、保険料を払込んでいただく場合は、一時払
保険料として領収します。

■契約確認について
当社の社員または当社で委託した者が、申込内容について確認に伺うことがあります。

 約款 3.
情報端末による保険契約
申込に関する特約

 �一時払保険料 
保険証券

＊１	払込まれた通貨
で、払込まれた金
額と同額をお返
しします。
米ドルでの払込み
の場合、取扱金融
機関により所定の
手数料等が別途
必要になることが
あります。

申込手続き
Ⅱ 申込み
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契約に際して

■当社の社員や生命保険募集人について
当社の社員や生命保険募集人＊2は、お客さまと当社の保険契約締結の媒介（保障の内容や
申込手続きの説明、申込書類の取次ぎ等）を行う者で、保険契約締結の代理権はありません。

したがって、保険契約が有効に成立するのは、お客さまからの保険契約のお申込みに対
して、当社が承諾したときです。

＊2	 当社の生命保険
代理店、カスタ
マーサービスセ
ンターの担当者
を含みます。ご参考

保険契約締結の「媒介」と「代理」について
【生命保険募集人が保険契約締結の｢媒介｣を行う場合】
保険契約のお申込みに対して保険会社が承諾したときに保険契約は有効に成
立します。
【生命保険募集人が保険契約締結の｢代理｣を行う場合】
生命保険募集人が保険契約のお申込みに対して承諾をすれば保険契約は有効
に成立します。
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■保障の開始時期（責任開始）について
当社が保険契約をお引受けすることを承諾した場合、一時払保険料または一時払保険料
相当額を当社が受領した日を契約日とし、この日より当社は保険契約上の責任を開始し
ます。

一時払保険料相当額の
受領(契約日）

申込み 承諾

責任開始

一時払保険料の
受領(契約日）

申込み 承諾

責任開始

当社の承諾前に受領した場合

当社の承諾後に受領した場合

 �責任開始時／ 
責任開始日

保障の開始時期（責任開始）
 �普通保険約款 第9条

「責任開始」

保険契約の申込み承諾後に、保険証券を保険契約者に送付します。保険証券に書いてあるこ
とがらが、お申込みの内容と相違していないかお確かめください。万一、お申込みの内容と
相違しているときは、すみやかに「カスタマーサービスセンター」へご連絡ください。

 �保険証券

保険証券の送付
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契約に際して

申込みの撤回等（クーリング ･ オフ制度）

■申込みの撤回等をすることができます。
◇�申込者または保険契約者は、お申込みの日からその日を含めて8日以内であれ

ば、書面またはオリックス生命のウェブサイトによりお申込みの撤回または保険
契約の解除（以下「お申込みの撤回等」といいます）をすることができます。この場
合、払込んでいただいた金額をお返しします。ただし、利息はおつけしません。

書面によるお申し出
〈書面送付先〉

書面でお申込みの撤回等をする場合は、
下記宛に郵送してください。

※お申込みの撤回等の申出日は、書面を発信したとき
（郵便の消印日付）とします。

〈お申込みの撤回等のお申し出の記入例〉 
※返金先口座は日本国内にある金融機関の口座に
限ります。
※返金先口座の口座名義人は契約者ご本人に限ります。なお、口座名義人名は払込時の通貨により以下
で表記してください。
円：カタカナ　米ドル：アルファベット

書面の到着後、適用可否の確認を行います。
適用された場合、「申込の撤回（クーリング・オフ）手続き完了のお知らせ」書面をご契約者さ
まの住所宛に郵送します。

オリックス生命のウェブサイトによるお申し出
• 以下のウェブサイトよりお申し出いただけます。
オリックス生命ウェブサイト　ご契約者さま／お申込みの撤回（クーリング・オフ）
https://www.orixlife.co.jp/customer/
※必ず、保険契約者（未成年の場合は親権者）または後見人が入力ください。

• お手続きの流れは以下のとおりです。
①＜お客さま＞お申込みの撤回等のお申し出
・「申込情報・お客さま情報等の入力画面」の必要情報を入力ください。
・「お手続きの受付（確認）画面」に表示された内容に誤りがないかご確認のうえ、「この内
容で送信する」ボタンを押下ください。

※お申込みの撤回等の申出日は、お手続きの受付（確認）画面で「この内容で送信する」ボタンを押下
したときの日付けとします。

 �解除

〒183-8790
東京都府中市日鋼町1-1
ヒューリック府中タワー 14階
オリックス生命保険株式会社
事務センター

https://www.orixlife.co.jp/customer/
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②＜オリックス生命＞受付通知＊1

・「クーリング・オフお申出受付」のEメールをお送りします。
③＜オリックス生命＞適用可否の確認
④＜オリックス生命＞完了通知
・適用された場合、「申込の撤回（クーリング・オフ）手続き完了のお知らせ」書面をご契約
者さまの住所宛に郵送します。

◇�指定通貨で米ドルを選択した場合、保険料円入金特約付加の有無によって以下の
とおり返金時の通貨が異なります。

払込時の通貨 返金時の通貨

保険料円入金特約を付加する場合 円＊2 円＊3

保険料円入金特約を付加しない場合 米ドル＊4 米ドル＊5

＊２ �保険料円入金特約付加に伴う所定の費用（為替手数料）を含みます。
＊３ �円貨で払込みいただいた金額と同額を返金します。
＊４ �金融機関等で円貨を米ドルに両替する場合、所定の手数料が発生します。また、お客さまの口座か

らオリックス生命の口座へ送金を行うための、振込手数料やリフティングチャージ等の費用が別途
必要になる場合があります。

＊５ �米ドルで払込みいただいた金額と同額を返金します。ただし、米ドルでの返金となるため、当初の
資金が円貨の場合（金融機関等で米ドルに両替した場合）、以下により、返金額が円貨ベースでは
元本割れすることがあります。

	 ①円貨から米ドルへの両替に係る金融機関所定の手数料
	 ②米ドルから円貨への両替に係る金融機関所定の手数料
	 ③送金および着金に係る金融機関所定の手数料
	 ④為替差損（益）
	 また、米ドルでお受取りになる際は、米ドルで受取れる口座が必要です。

■お申込みの撤回等ができない場合
・契約申込みのために医師の診査を受けた場合
・保険契約者が団体等で一括式の保険証券を発行する場合
・営業または事業のために締結する保険契約の場合
  �また、「特約のみのお申込みの撤回」「保険契約や特約の減額」など、お申込みの一部の
撤回または保険契約の一部の解除もできません。

■保険金や給付金等の支払事由が生じている場合
お申込みの撤回等をしたときに保険金や給付金等の支払事由が生じている場合には、お
申込みの撤回等の効力は発生しません。ただし、お申込みの撤回等をしたときに、申込者
または保険契約者が、保険金や給付金等の支払事由が生じていることを知っている場合
を除きます。

■�当社は、申込者または保険契約者に対し、お申込みの撤回等に
関して損害賠償、または違約金その他の金銭のお支払いを請求
しません。
※�生命保険は長期にわたる契約ですから、お申込みに際しては十分ご検討くださるようお願いいたし
ます。

＊１	Ｅメールによる
受付通知の時点で
は手続きは完了し
ていません。

 �保険金・給付金 
支払事由
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契約に際して

つぎの場合には保険契約を取消または無効とし、すでに払込まれた保険料は払戻し
ません。

• 保険契約者、被保険者または保険金等の受取人の詐欺により保険契約の締結が行われた
場合
•保険契約者が保険金等を不法に取得する目的または他人に保険金等を不法に取得させる
目的をもって保険契約の締結を行った場合

ご注意ください。

・�責任開始日からの年数は問いません。
・�詐欺による取消および不法取得目的による無効の場合、お支払いす
る払戻金はありません。

 普通保険約款 第16条
「詐欺による取消」

 普通保険約款 第17条
「不法取得目的による無効」

詐欺による取消および不法取得目的による無効

現在ご契約の保険契約を解約、減額するときには、一般的につぎの点について、保険
契約者にとって不利益となります。

• 多くの場合、解約払戻金は、払込保険料の合計額より少ない金額となります。保険種類や
契約後の経過年月数によっては、まったくない場合もあります。
•一定期間の契約継続を条件に発生する配当の請求権等を失う場合があります。

 �解約

現在の契約を解約して新たな保険に見直す場合
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請求の手続き
Ⅰ 保険金等の請求

保険金等のお支払いのながれ  �保険金・給付金

オリックス生命

請求の連絡1

支払内容の確認5

書類の準備・提出

すべて準備できましたらご提出ください。

3

必要書類の発送2

書類の確認・お支払い4
請求書類に不備や不明点がなく、
事実確認を要さない場合、当社に
書類が到達した日の翌日からその
日を含めて5営業日以内にお支払
いします。お支払いにあたっては、
ご指定の口座へ送金します。

お支払金額などの明細「お
手続き完了のお知らせ」を
郵送しますので、内容をご
確認ください。

請求書類に必要事項をご記入ください。
病院に診断書の発行をご依頼ください。
ご案内した書類を
ご準備ください＊2。

「保険金・給付金お問合せ窓口」
へご連絡ください＊1。

お客さま

保険金を
請求したいけど、
どうしたらいいの？

保険金

ご請求方法の案内資料と、ご請求
に必要な資料をお届けします。

＊1	 お問合せ窓口へ
の 連 絡 先 は 次
ページに記載し
ています。

＊2	 診断書などご請
求に必要な書類
の発行にかかる
費用は、お客さま
のご負担になり
ます。

保険金等の支払時
期について
 29  ページ

「保険金等の支払時期」
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■保険金等の支払時期
保険金等のご請求があった場合、当社は、請求書類が当社に到達した日＊3の翌日からそ
の日を含めて5営業日以内に保険金等をお支払いします。
ただし、保険金等をお支払いするための確認・照会・調査が必要な場合には、以下のとお
りとします。

確認・照会・調査が必要な場合 お支払時期
・お支払事由発生の有無の確認が必要な場合
・免責事由に該当する可能性がある場合
・告知義務違反に該当する可能性がある場合
・重大事由、詐欺または不法取得目的に該当する可能性がある場合

請求書類が当社に到達
した日＊3の翌日からそ
の日を含めて45日以
内にお支払いします。

上記の確認を行うために特別な照会や調査が必要なつぎの場合
・弁護士法に基づく照会その他法令に基づく照会が必要な場合
・�研究機関等の専門機関による医学または工学等の科学技術的な特別の
調査、分析または鑑定が必要な場合
・�保険契約者、被保険者または保険金等の受取人を被疑者として、捜査、起
訴その他の刑事手続が開始されたことが報道等で明らかである場合で、
送致、起訴、判決等の刑事手続の結果について警察、検察等の捜査機関
または裁判所に対する照会が必要な場合
・日本国外における調査が必要な場合

請求書類が当社に到達
した日＊3の翌日からそ
の日を含めて180日以
内にお支払いします。

※�確認等に際し、保険契約者、被保険者、保険金等の受取人が正当な理由なくその確認等を妨げ、また
は確認等に応じなかったときは、当社はこれにより確認等が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、
その間は保険金等をお支払いしません。

 �保険金・給付金

＊3	 請求書類が当社
に到達した日と
は、完備された請
求書類が当社に
到達した日をい
います。

 �免責事由

保険金・給付金に関するお問合せ

保険金・給付金
お問合せ窓口 0120-506-053

受付時間 月曜～土曜9：00－18：00（日曜・祝日・年末年始休み）

10桁の証券番号をご用意のうえ、保険金・給付金の受取人ご本人からご連絡ください。

請求手続きについてはウェブサイトにも掲載しています。

オリックス生命ウェブサイト https://www.orixlife.co.jp/

事実確認について
治療の経過・内容、障害の状況などについて、被保険者やご家族、医療機関等へ事実確認を実施す
る場合があります。この場合、事前に当社からご連絡のうえ、当社の社員または当社委託の確認会
社の担当者が伺います。その際は、ご協力お願いいたします。

https://www.orixlife.co.jp/
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■支払事由に該当しない場合
支払事由に該当しない場合、保険金等をお支払いできません。

■免責事由に該当する場合
つぎの場合、支払事由に該当しても保険金等のお支払いはできません。

• 死亡保険金について
　①責任開始日から3年以内に被保険者が自殺したとき
　②死亡保険金受取人が故意に被保険者を死亡させたとき
　③保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき
　※上記①②③に該当した場合の取扱いについては、約款をご参照ください。

■戦争その他の変乱により支払事由に該当した場合
支払事由に該当する被保険者の数の増加がこの保険の計算の基礎に影響を及ぼすとき、
当社は、死亡保険金を削減してお支払いする場合があります。
この場合、削減して支払う金額は被保険者が死亡した日における積立金を下まわること
はありません。

 �支払事由

保険金等の支払事
由について
 9  ページ

「保険金のお支払い」

 �免責事由 
約款

 �普通保険約款 第5条
「死亡保険金の支払」

保険金等をお支払いできない場合
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■保険契約が重大事由により解除された場合
重大事由とは、
①�保険契約者または保険金等の受取人がこの保険契約の保険金等を詐取する目的もしくは
他人に詐取させる目的で事故を起こしたとき（未遂を含みます）
②�この保険契約の保険金等の請求に関して、保険金等の受取人に詐欺行為（未遂を含みま
す）があったとき
③�保険契約者、被保険者または保険金等の受取人が、反社会的勢力＊1に該当すると認め
られるとき、またはこれらの反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係＊2を有して
いると認められるとき
④�上記①②③の他、当社の保険契約者、被保険者または保険金等の受取人に対する信頼
を損ない、この保険契約の存続を困難とする上記①②③と同等の重大な事由があると
き
をいいます。
※�上記の事由が生じた以後に、保険金等の支払事由が生じたときは、当社は保険金等をお支払いしま
せん（上記③の事由にのみ該当した場合で、複数の保険金等の受取人のうちの一部の受取人だけが
該当したときに限り、保険金等のうち、その受取人にお支払いすることとなっていた保険金等を除いた
額を、他の受取人にお支払いします）。
　�すでに保険金等をお支払いしていたときでも、その返還を請求することができます。

＊1 �暴力団、暴力団員（脱退後5年を経過しない者を含みます）、暴力団準構成員または暴力団関
係企業その他の反社会的勢力をいいます。

＊2 �反社会的勢力に対する資金等の提供もしくは便宜の供与、反社会的勢力の不当な利用を行う
こと等をいいます。また、保険契約者もしくは保険金等の受取人が法人の場合は、反社会的勢
力による企業経営の支配もしくは実質的な関与があることもいいます。

■�保険契約が詐欺による取消または不法取得目的による無効と
された場合

「詐欺による取消および不法取得目的による無効」をご参照ください。  26  ページ

 �解除
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■�保険金や解約払戻金等の請求は、3年間を過ぎると、請求の権
利がなくなりますのでご注意ください。

■�保険金等の請求に関する訴訟については、当社の本社の所在
地、または、その保険金等の受取人の住所地を管轄する高等裁
判所（本庁）の所在地を管轄する地方裁判所をもって合意によ
る管轄裁判所とします。

時効と管轄裁判所
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死亡保険金受取人の変更

■死亡保険金受取人の変更について
• 保険契約者は死亡保険金の支払事由が発生するまでは、被保険者の同意を得て、死亡
保険金受取人を変更することができます。
•死亡保険金受取人を変更する場合、当社へ通知してください。

■遺言による死亡保険金受取人の変更について
• 保険契約者は死亡保険金の支払事由が発生するまでは、法律上有効な遺言により、死
亡保険金受取人を変更することができます。
　この場合、保険契約者が亡くなられた後、保険契約者の相続人から当社への通知が必要です。
•死亡保険金受取人の変更は、被保険者の同意が必要です。
※当社へ通知する際の必要書類は、約款別表1「請求書類」をご参照ください。

ご注意ください。

当社が通知を受ける前に変更前の死亡保険金受取人に死亡保険金を
お支払いしたときは、そのお支払い後に変更後の死亡保険金受取人
から死亡保険金の請求を受けても、当社は死亡保険金をお支払いし
ません。

■�死亡保険金受取人が死亡されたときは、すみやかに「カスタ
マーサービスセンター」へご連絡ください。
• 新しい死亡保険金受取人に変更する手続きをしていただきます。
•死亡保険金受取人が亡くなられた時以後、死亡保険金受取人の変更手続きがとられて
いない間は、死亡保険金受取人の死亡時の法定相続人が死亡保険金受取人となります。

※�死亡保険金受取人となった人が2人以上いる場合は、死亡保険金の受取割合はそれぞれ法定相
続割合に応じた金額とします。

夫

A

妻

B

子

C

子

D

保険契約者・被保険者 Aさん

死亡保険金受取人 Bさん

〈例〉　受取人であるBさんの死亡後、受取人変更前にAさんが死亡した場合

Ｂさん（死亡保険金受取人）が死亡し、死亡保険金受取人の変更手続きがとられていない間
は、Ｂさんの死亡時の法定相続人であるＡさん、ＣさんとＤさんが死亡保険金受取人となり
ます。その後、Ａさん（保険契約者、被保険者）が死亡した場合は、ＣさんとＤさんが死亡保険
金受取人となります。この場合、ＣさんとＤさんの死亡保険金の受取割合はそれぞれ法定相
続割合に応じた金額となります。
※�保険事故の発生形態によって種々の場合が生じることがありますので「カスタマーサービスセン
ター」へお問合わせください。

 �受取人

Ⅱ 契約後の変更等
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解約と解約払戻金

 �解約 
解約払戻金 
市場価格調整

 �普通保険約款 第20条
「解約」

 �普通保険約款 第10条
「基本保険金額の減額」

＊１	完備された解約・
減額の請求書類
が当社に到着し
た日（解約日・減
額日）とします。
他の当社所定の
方 法 で 請 求 を
行った場合は、当
社が受付けた日
となります。

＊2	 米ドル建の解約
払戻金は、円支払
特約を付加する
ことで、円に換算
してお受取りい
ただけます。

■解約する場合には、解約払戻金をお支払いします。
基本保険金額を減額する場合は、減額分に対する解約払戻金を保険契約者に支払います。
※減額後の基本保険金額が当社の定める限度を下まわる場合は、取扱いできません。

■�解約払戻金額は、解約払戻金計算基準日＊1 における積立金額を
基準として計算します。
解約払戻金計算基準日の積立金額に市場価格調整および解約控除を行い計算した金額
を解約払戻金＊2として保険契約者にお支払いします。
解約払戻金の試算額については、「ウェブサービス」をご利用いただくか、「カスタマー
サービスセンター」へお問合わせください。

ご注意ください。

損失が生じるおそれがあります。
・�米ドル建の解約払戻金を円で受取る場合、為替相場の変動により、
受取る解約払戻金の円換算金額が、保険料円入金額を下まわる場
合や、ご契約時における解約払戻金の円換算金額を下まわる場合
があります。
・�解約・減額する場合、市場金利の変動に応じた市場価格調整額を引
去ることにより、解約払戻金額が一時払保険料を下まわる場合があ
ります。
・�契約日から10年未満で解約・減額する場合、解約控除額を引去るこ
とにより、解約払戻金額が一時払保険料を下まわる場合があります。

■�主契約を解約した場合、主契約に付加された各種特約も同時に
解約となります。  �主契約 

特約
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解約払戻金の計算方法

■�解約払戻金額の計算
解約払戻金額は、つぎの方法で解約払戻金計算基準日の積立金額に市場価格調整および
解約控除を行い計算します。

【解約払戻金計算基準日が積立利率計算基準日以外の場合】

解約払戻金額 ＝ 積立金額  ー 
市場価格調整額

（積立金額×市場価格調整率）
 ー 

解約控除額＊3

（積立金額×解約控除率）

【解約払戻金計算基準日が積立利率計算基準日の場合】

解約払戻金額 ＝ 積立金額

＊３ �契約日から10年未満で解約する場合は、経過年数に応じた解約控除額を引去ります。

※�上記の「積立金額」は、いずれも解約払戻金計算基準日時点のものを指します。
※�解約払戻金計算基準日が積立利率計算基準日の場合は、市場価格調整を行いません。
※解約払戻金計算基準日が最終の積立利率計算基準日以後の場合は、市場価格調整を行いません。

■�市場価格調整
市場価格調整とは、市場金利に応じた運用資産の価格変動を解約払戻金額に反映させる
ためのしくみのことをいいます。

市場価格調整率は、つぎの方法で算出します。

＝市場価格調整率 1

月数＊6

12

ー

1 ＋ 解約払戻金計算基準日の
平均指標金利＊5

1 ＋
適用されている積立利率の計算時の

平均指標金利＊4　

＊４ �解約払戻金計算基準日に保険契約に適用されている積立利率の計算に用いた平均指標金利と
します。

＊５ �保険契約に適用している積立利率保証期間および指定通貨と同じ保険契約を新たに契約したと
仮定した場合の平均指標金利とします。

＊６ �解約払戻金計算基準日から次の積立利率計算基準日の前日までの月数（月数未満切上げ）としま
す。
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■解約控除率
契約日からの経過年数に応じた解約控除率は、以下のとおりです。

経過年数
指定通貨

１年未満
１年以上
２年未満

２年以上
3年未満

3年以上
4年未満

4年以上
5年未満

米ドル 6.0％ 5.4％ 4.8％ 4.2％ 3.6％

円 3.0％ 2.7％ 2.4％ 2.1％ 1.8％

経過年数
指定通貨

5年以上
6年未満

6年以上
7年未満

7年以上
8年未満

8年以上
9年未満

9年以上
10年未満

米ドル 3.0％ 2.4％ 1.8％ 1.2％ 0.6％

円 1.5％ 1.2％ 0.9％ 0.6％ 0.3％

※契約日から10年以上経過している場合は、解約控除を行いません。

■解約払戻金の例

契約例
●指定通貨：米ドル	 ●一時払保険料：100,000 米ドル
●積立利率：4.50%	 ●積立利率計算時の平均指標金利：5.50%

解約払戻金計算基準日の平均指標金利
（適用されている積立利率計算時の平均指標金利と解約日の平均指標金利の差）

経過年数
2.50%

（-3.00%）
4.00%

（-1.50%）
5.50%

（±0%）
 7.00%

（＋1.50%）
8.50%

（＋3.00%）

1年 129,836 113,231 98,857 86,388 75,550 

2年 132,308 117,215 103,960 92,298 82,018 

3年 134,859 121,355 109,323 98,585 88,986 

4年 137,494 125,658 114,958 105,273 96,493 

5年 140,215 130,129 120,879 112,386 104,578 

6年 143,029 134,777 127,100 119,950 113,284 

7年 145,938 139,610 133,636 127,993 122,657 

8年 148,949 144,635 140,503 136,544 132,748 

9年 152,067 149,861 147,717 145,634 143,608 

10年 155,296＊7

（単位：米ドル）
＊７ �解約払戻金計算基準日が積立利率計算基準日のため市場価格調整を行いません。また、契約日

から10年以上経過しているため解約控除を行いません。したがって、解約払戻金額は積立金額
と同額となります。

※�年単位の契約応当日の解約払戻金額を表示しています。また、米ドル未満を切捨てて表示してい
ます。

 �契約応当日
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被保険者による保険契約者への解約の請求

■�被保険者と保険契約者が異なる保険契約の場合、つぎに掲げる
事由に該当するときは、被保険者は保険契約者に対し、保険契
約の解約を請求することができます。
この場合、被保険者から解約の請求を受けた保険契約者は、保
険契約の解約を行う必要があります。
①�保険契約者または保険金等の受取人が当社に保険給付を行わせることを目的として
保険金等の支払事由を発生させた、または発生させようとした場合
②�保険金等の受取人が当該保険契約に基づく保険給付の請求について詐欺を行った、ま
たは行おうとした場合
③�上記①②の他、被保険者の保険契約者または保険金等の受取人に対する信頼を損な
い、保険契約の存続を困難とする重大な事由がある場合
④�保険契約者と被保険者との間の親族関係の終了その他の事情により、被保険者が保険
契約の申込みに同意するにあたって基礎とした事情が著しく変化した場合

保険契約者以外の者による解除の効力および受取人による保険
契約の存続

■差押債権者、破産管財人等による解約について
保険契約者の差押債権者、破産管財人等（以下、「債権者等」といいます）による保険契約
の解約は、解約の通知が当社に到達した時から1か月を経過した日に効力を生じます。

■保険金等の受取人による保険契約の存続について
•債権者等が解約の通知を行った場合でも、解約が当社に通知された時において、以下の
すべてを満たす保険金等の受取人は保険契約を存続させることができます。
①保険契約者の親族、被保険者の親族または被保険者本人であること
②保険契約者でないこと
•保険金等の受取人が保険契約を存続させるためには、解約の通知が当社に到達した時か
ら1か月を経過する日までの間に、以下のすべての手続きを行う必要があります。
①保険契約者の同意を得ること
②�解約の通知が当社に到達した日に解約の効力が生じた場合に当社が債権者等に支払
うべき金額を債権者等に対して支払うこと
③�上記②について、債権者等に支払った旨を当社に対して通知すること（当社への通知
についても期間内に行うこと）

 �被保険者 
保険契約者

 �解除 
受取人
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住所変更等の代表的な手続き例

2 以下の項目について
お知らせください。

保険金の請求方法は？

※くわしくは「請求の手続き」をご参照ください。

※必要書類は約款別表1をご参照ください。

必要となるお手続き

●住所変更手続き

など

ページ28

「保険金・給付金お問合せ窓口」へ
ご連絡ください。
必要書類をご案内します。

「ウェブサービス」または「カスタマーサー
ビスセンターへお電話」より、お手続きを
お願いします。当社から定期的にお送りす
る各種告知や重要書類がお届けできなく
なりますので、忘れずにご対応ください。

●証券番号

● 死亡した方のお名前

● 死亡した日

●死亡した原因（事故・病気）

など

1 引っ越して必要なことは？

ウェブによるご契約内容の確認や変更・給付金請求のお手続き

ウェブサービス

右のQRコードからお手続きが可能です。

https://www.orixlife.co.jp/customer/wp/
※ご利用にあたっては、当社への携帯電話番号の登録が必要です
（保険金・給付金請求を除く）。
※保険契約者が法人の場合はご利用いただけません。
※お手続きによってはウェブサービスで完結できない場合がございます。

上記の他にチャットサービスや24時間自動受付サービスによりお手続きができる場合もございます。
くわしくは当社ウェブサイト（https://www.orixlife.co.jp/customer/）をご参照ください。

カスタマー
サービスセンター 0120-506-094

受付時間 月曜～土曜 9：00－18：00（日曜・祝日・年末年始休み）

10桁の証券番号をご用意のうえ、契約者ご本人からご連絡ください。

保険金・給付金
お問合せ窓口 0120-506-053

受付時間 月曜～土曜 9：00－18：00（日曜・祝日・年末年始休み）

10桁の証券番号をご用意のうえ、保険金・給付金の受取人ご本人からご連絡ください。

https://www.orixlife.co.jp/customer/wp/
https://www.orixlife.co.jp/customer/
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特に注意して
いただきたい

ことがら

5
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お客さまの個人情報の取扱いについて

当社はお客さまの個人情報について、以下のとおり
プライバシー・ポリシーを定め、適正に取扱います。

■プライバシー・ポリシーについて
オリックス生命保険株式会社（以下、「当社」といい
ます）は、お客さまのさまざまなご要望に対し、オ
リックスグループの総合力により質の高いサービス
をご提供し、お客さまとの強い信頼関係を確立する
ことを目指しています。
当社は、お客さまの個人情報については、極めて重要
な情報資産として、適法・適正な方法で取得するとと
もに、以下に従い、適切に利用・管理・保護します。
このプライバシー・ポリシー（以下、「本ポリシー」
といいます）は、当社における個人情報の利用目的を
公表し、その取扱い等についてご説明するものです。

1.法令の遵守
当社は、個人情報を保護し、その安全を確保するために
は、すべての役員および社員等に個人情報の取扱いに
関する法令およびその他規範を周知・遵守させること
が必要であることを認識し、その徹底をはかります。

2.コンプライアンス・プログラムの継続的改善
当社は、個人情報の取扱いに関する事項を含むコンプ
ライアンス・プログラムを作成し、定期的に見直し、継
続してその改善をはかります。

3.適用範囲
本ポリシーは、当社のお客さまの個人情報に適用され
ます。
（お客さまの定義）
当社では、お客さまを次のように定義しています。
・�個人・法人を問わず、保険契約者・被保険者・保険金等
受取人などの保険契約関係者（注）およびご加入を検
討していただいている方

（注）保険契約関係者には、ご高齢の方がご加入される
ときに同席されるご親族、ご家族登録制度に登録
されているご親族の方を含みます。

代理店・募集人の個人情報、役員および社員等の個人情
報、ならびに人材募集・採用にかかる個人情報には本ポ
リシーは適用されません。

なお、当社におけるCookieの取扱いについては、当社
サイトポリシー内の「Cookie（クッキー）、ウェブビー
コンについて」をご確認ください。

4.個人情報の取得
当社は、「5.個人情報の利用目的」に定める目的の範
囲内で適法・適正な方法によりお客さまの個人情報（氏
名・生年月日・住所・性別・電話番号・職業・健康状態等）
を取得します。
主な取得方法には、保険契約申込書等による取得や、各
種商品・サービスに関する資料をご請求いただいた際
の電話・その他通信媒体等を通じた取得があります。
なお、当社のコールセンター・本社・支社窓口とのお電
話の内容につきましては、当社業務の運営管理および
サービス充実等、「5.個人情報の利用目的」に定める
目的の達成に必要な範囲で録音させていただくことが
あります。

5.個人情報の利用目的
当社は、お客さまの個人情報を、次の目的の範囲内での
み利用し、それ以外の目的には利用しません。
なお、この利用目的の範囲を超えて取扱う場合、および
お客さまの個人情報を第三者へ提供する場合は、原則
として書面によりお客さまご本人の同意をいただいた
上で行います。
(1)各種保険契約のお引受け・ご継続・維持管理
(2)保険金・給付金等のお支払い
(3)�当社、グループ会社・提携会社の各種商品・サービス
のご案内・提供、維持管理

(4)�再保険契約の締結、再保険契約に基づく通知、再保
険金の請求

(5)�当社業務に関する情報提供・運営管理、商品・サービ
スの充実

(6)その他保険に関連・付随する業務
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マイナンバーを含む個人情報は、「行政手続における
特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法
律（以下、「マイナンバー法」といいます）」により利用
目的が限定されており、当社は、その目的を超えて取
得・利用しません。

6.個人情報の管理
当社は、お客さまの個人情報の管理にあたっては、正確
かつ最新の情報を保持するよう努めます。
また、個人情報への不正なアクセス、および個人情報の
紛失・盗難・改ざん・漏えい等の防止のため、適切な安全
管理措置を講じるとともに、個人情報の取扱いに関す
る方針や規程等を継続的に見直し、必要に応じて改善
をはかります。

7.個人情報の提供
当社は、次の場合を除いて、保有するお客さまの個人情
報を第三者へ提供しません。
(1)お客さまご本人の同意を得ている場合
(2)法令に基づく場合
(3)�人の生命、身体または財産（法人の財産を含みます）
の保護のために必要があり、お客さまご本人の同意
を得ることが困難な場合

(4)�「5.個人情報の利用目的」に定める目的の達成に必
要な範囲において、当社代理店を含む委託先に提供
する場合

(5)個人情報を共同利用する場合
(6)�保険制度の健全な運営に必要であると考えられる
場合

(7)その他の正当な理由がある場合

マイナンバーを含む個人情報は、マイナンバー法で認
められている場合を除き、第三者へ提供しません。

8.再保険における個人情報の取扱い
当社では、当社と保険契約者との間の保険契約につい
て、引受リスクを適切に分散するために再保険を行うこ
とがあります。再保険会社における当該保険契約の引受
け、継続・維持管理、保険金・給付金等のお支払いに関す
る業務のために、再保険の対象となる保険契約の特定に
必要な保険契約者の個人情報のほか、被保険者氏名・性
別・生年月日、保険金額等の契約内容に関する情報、およ
び告知内容、検診内容等の健康状態に関する情報など当
該業務遂行に必要な個人情報を保険契約者・被保険者の
同意を得た上で再保険会社に提供することがあります。

9.個人情報の共同利用
(1)グループ会社との共同利用
当社が保有するお客さまの個人情報を、以下に従って、
当社とオリックスグループ各社が共同利用することが
あります。
①共同利用者
オリックスグループ各社
（オリックス株式会社ならびに法令に基づくオリッ
クス株式会社の連結決算および持分法適用会社のう
ち「グループ会社一覧」（https://www.orix.co.jp/
grp/company/about/group/）に記載の、「国内グ
ループ会社一覧」となります。なお、グループ会社は
変更となる場合がありますので、最新の対象会社は
上記ウェブサイトでご確認ください）

②共同利用者の利用目的
共同利用者は、当社およびオリックスグループ各社
におけるリスクの管理等経営上必要な管理を行う目
的で利用します。

③共同利用する個人情報の項目
お客さまの氏名・住所・生年月日・性別・電話番号、その
他上記「②共同利用者の利用目的」達成のために必要
な個人情報

④�共同利用する個人情報の管理について責任を有す
る者
〒100-0004 東京都千代田区大手町2-3-2
大手町プレイス イーストタワー
オリックス生命保険株式会社
代表取締役社長

(2)情報交換制度等における共同利用
当社は、健全な生命保険制度の維持・発展のため、次の
制度に基づき一般社団法人生命保険協会、生命保険会
社等との間で保険契約に関する個人情報（被保険者名、
死亡保険金額、入院給付金日額等）を共同利用します。
・契約内容登録制度・契約内容照会制度
・医療保障保険契約内容登録制度
・支払査定時照会制度
各制度の詳細につきましては当社ウェブサイト
（https://www.orixlife.co.jp/about/governance/
privacy/shareduse/）をご覧ください。

10.個人情報の取扱いの委託先管理
当社では、よりよいサービスをご提供するために、お客
さまの個人情報の取扱いを委託する場合があります。
委託先の選定に際しては、委託先における個人情報の

https://www.orix.co.jp/grp/company/about/group/
https://www.orix.co.jp/grp/company/about/group/
https://www.orixlife.co.jp/about/governance/privacy/shareduse/
https://www.orixlife.co.jp/about/governance/privacy/shareduse/
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管理、秘密保持、再委託の制限、個人情報の漏えい防止
等に関して、適切な取扱いがなされているかについて基
準を定めて慎重に評価しています。また、委託先におけ
る個人情報の安全管理措置の実施状況を定期的に確認
し、問題が認められる場合には改善を指導しています。

11.外国への移転
お客さまの個人情報は、当社または第三者によって、
「5.個人情報の利用目的」に定める目的の範囲内で、外
国に移転され、取扱われることがあります。移転先の国
には、日本において適用されるデータ保護基準とは異
なる基準を有している国を含みます。当社は、お客さま
の個人情報が、安全に、かつ本ポリシーおよび「個人情
報の保護に関する法律（以下、「個人情報保護法」とい
います）」を含む法令に準拠して取扱われることを保証
するため、適切な契約の締結の他、法令により求められ
る必要な措置（注）を行います。

（注）個人情報保護法に定める必要な措置とは、①移転
先における個人情報の取扱状況およびそれに影
響を及ぼしうる移転先の国の制度の有無の定期
的な確認②適正な取扱いに問題が生じた場合の
対応（適正な取扱いの継続的な確保が困難な場合
は個人情報の提供を停止）をいいます。

12．匿名加工情報の取扱い
当社は、匿名加工情報（注）を作成する場合は、法令で定
める基準に従いお客さまの個人情報を適正に加工しま
す。また、適切な安全管理措置を講じるとともに、匿名
加工情報に含まれる情報の項目を公表します。
匿名加工情報を自ら利用する場合は、作成のもとと
なった個人情報について本人を識別するための行為は
いたしません。

（注）	匿名加工情報とは、個人情報保護法の定めに従
い、特定の個人を識別することができないように
個人情報を加工して得られる個人に関する情報
をいいます。

13.個人情報の保存期間
当社は、「5.個人情報の利用目的」に定める目的を達
成するために合理的に必要とされる期間、または法令
に基づいて必要な期間、個人情報を保持します。個人情
報が不要になった場合は、速やかに削除します。

14.個人情報の管理について責任を有する者
〒100-0004 東京都千代田区大手町2-3-2
大手町プレイス イーストタワー
オリックス生命保険株式会社
代表取締役社長

15.�個人情報の開示・訂正・追加・削除・利用の停止等
当社は、お客さまから、ご本人に関する個人情報の開
示・訂正・追加･削除･利用の停止等のご請求があった
場合は、業務の適正な実施に著しい支障をきたす等の
特別の理由がない限り、お客さまご本人であることの
確認を行った上で、適切に対応させていただきます。
具体的な請求手続につきましては、次の個人情報問合
せ窓口までご連絡ください。

オリックス生命保険株式会社
個人情報問合せ窓口

0120-227-780
受付時間  9：00―17：00

（土日祝日、年末年始の休業日を除く）

当社のウェブサイトには、当社の取引先等、第三者の
ウェブサイトへのリンクが含まれています。当社は第三
者における個人情報の取扱いを管理していませんので、
当該第三者における個人情報の取扱いについてのお問
合せ窓口はリンク先ウェブサイトをご確認ください。

■機微（センシティブ）情報〈要配慮個人情報
を含む〉の取扱いについて

当社は、医療・健康情報等の機微（センシティブ）情報の
利用目的を業務の適切な運営の確保その他必要と認め
られるものに限定しています。
また、機微（センシティブ）情報については、限定してい
る目的以外では利用しません。
当社は、代理店扱いのご契約に関して、委託先である募
集代理店との間で健康状態等の機微情報を含む個人情
報を業務上必要な範囲で共有いたします。共有を希望
されない場合は、当社窓口（0120-227-780）までお
申し出ください。

◇�最新のプライバシー・ポリシーは当社のウェブサイ
ト「個人情報の取扱いについて（プライバシー・ポリ
シー）」（https://www.orixlife.co.jp/about/
governance/privacy/）をご確認ください。

https://www.orixlife.co.jp/about/governance/privacy/
https://www.orixlife.co.jp/about/governance/privacy/
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当社は、生命保険制度が健全に運営され、保険金
および入院給付金等のお支払いが正しく確実に
行われるよう、「支払査定時照会制度」に基づき、
下記のとおり、当社の保険契約等に関する所定の
情報を特定の者と共同して利用しております。

■�「支払査定時照会制度」について
保険金、年金または給付金のご請求に際し、お支払いや
契約の解除等の判断の参考とすることを目的として、
お客さまの契約内容等を利用させていただくことがあ
ります。
当社は、一般社団法人生命保険協会、一般社団法人生命
保険協会加盟の各生命保険会社、全国共済農業協同組
合連合会、全国労働者共済生活協同組合連合会および
日本コープ共済生活協同組合連合会（以下「各生命保険
会社等」といいます）とともに、保険金、年金もしくは給
付金のお支払いの判断または保険契約もしくは共済契
約等（以下「保険契約等」といいます）の解除、取消もし
くは無効の判断（以下「お支払い等の判断」といいます）
の参考とすることを目的として、「支払査定時照会制
度」に基づき、当社を含む各生命保険会社等の保有する
保険契約等に関する下記の相互照会事項記載の情報を
共同して利用しております。

保険金、年金または給付金（以下「保険金等」といいま
す）のご請求があった場合や、これらに係る保険事故が
発生したと判断される場合に、「支払査定時照会制度」
に基づき、相互照会事項の全部または一部について、一
般社団法人生命保険協会を通じて、他の各生命保険会
社等に照会し、他の各生命保険会社等から情報の提供
を受け、また他の各生命保険会社等からの照会に対し、
情報を提供すること（以下「相互照会」といいます）があ
ります。
相互照会される情報は下記の相互照会事項に限定さ
れ、ご請求に係る傷病名その他の情報が相互照会され
ることはありません。
また、相互照会に基づき各生命保険会社等に提供され
た情報は、相互照会を行った各生命保険会社等による

お支払い等の判断の参考とするために利用されること
がありますが、その他の目的のために利用されること
はありません。
照会を受けた各生命保険会社等において、相互照会事
項記載の情報が存在しなかったときは、照会を受けた
事実は消去されます。
各生命保険会社等は「支払査定時照会制度」により知り
得た情報を他に公開いたしません。

当社が保有する相互照会事項記載の情報については、
当社が管理責任を負います。保険契約者、被保険者また
は保険金等受取人は、当社の定める手続きに従い、相互
照会事項記載の情報の開示を求め、その内容が事実と
相違している場合には、訂正を申出ることができます。
また、次のア）～オ）に記載の事由を理由とする場合、当
社の定める手続きに従い、当該情報の利用停止または
消去を求めることができます。上記各手続きの詳細に
ついては、本社または最寄りの支社にお問合わせくだ
さい。

ア）�当社があらかじめ本人の同意を得ず利用目的の達
成に必要な範囲を超えて個人情報を取扱っている
場合

イ）�当社が不適正な個人情報の利用・取得をしている
場合

ウ）�本人が識別される保有個人データを当社が利用す
る必要がなくなった場合

エ）�当社が取扱う個人データの漏えい・滅失・毀損その
他の個人データの安全の確保に係る事態であって
個人の権利利益を害するおそれが大きい場合

オ）�本人が識別される保有個人データの取扱いにより、
本人の権利又は正当な利益が害されるおそれがあ
る場合

他の生命保険会社等との保険契約等に
関する個人情報の共同利用について
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【相互照会事項】
つぎの事項が相互照会されます。ただし、契約消滅後5
年を経過した契約に係るものは除きます。
（1） �被保険者の氏名、生年月日、性別、住所（市・区・郡ま

でとします）
（2） �保険事故発生日、死亡日、入院日・退院日、対象とな

る保険事故（左記の事項は、照会を受けた日から5
年以内のものとします）

（3） �保険種類、契約日、復活日、消滅日、保険契約者の氏
名および被保険者との続柄、死亡保険金等受取人
の氏名および被保険者との続柄、死亡保険金額、給
付金日額、各特約内容、保険料および払込方法

上記相互照会事項において、被保険者、保険事故、保険

種類、保険契約者、死亡保険金、給付金日額、保険料とあ
るのは、共済契約においてはそれぞれ、被共済者、共済
事故、共済種類、共済契約者、死亡共済金、共済金額、共
済掛金と読み替えます。

※�「支払査定時照会制度」に参加している各生命保険会
社名につきましては、一般社団法人生命保険協会の
ウェブサイト（https://www.seiho.or.jp/）の「加盟
会社」をご参照ください。
※�「支払査定時照会制度」の最新の内容については、当
社のウェブサイト「支払査定時照会制度について」
（https://www.orixlife.co.jp/about/governance/
privacy/assessment.html）をご確認ください。

https://www.seiho.or.jp/
https://www.orixlife.co.jp/about/governance/privacy/assessment.html
https://www.orixlife.co.jp/about/governance/privacy/assessment.html
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保険会社の業務または財産の状況の変化により、契約
時にお約束した保険金額、年金額、給付金額等が削減さ
れることがあります。
なお、生命保険契約者保護機構の会員である生命保険
会社が経営破綻に陥った場合、生命保険契約者保護機

構により、保険契約者保護の措置が図られることがあ
りますが、この場合にも、契約時の保険金額、年金額、給
付金額等が削減されることがあります。
詳細については、つぎの「生命保険契約者保護機構」を
ご参照ください。

業況の変化による保険金額等の削減
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当社は、｢生命保険契約者保護機構｣（以下「保護
機構」といいます）に加入しています。保護機構の
概要は以下のとおりです。

保護機構は、保険業法に基づき設立された法人であり、
保護機構の会員である生命保険会社が破綻に陥った場
合、生命保険に係る保険契約者等のための相互援助制
度として、当該破綻保険会社に係る保険契約の移転等
における資金援助、承継保険会社の経営管理、保険契約
のお引受け、補償対象保険金のお支払いに係る資金援
助および保険金請求権等の買取りを行う等により、保
険契約者等の保護を図り、もって生命保険業に対する
信頼性を維持することを目的としています。
保険契約上、年齢や健康状態によっては契約していた
破綻保険会社と同様の条件で新たに加入することが困
難になることもあるため、保険会社が破綻した場合に
は、保護機構が保険契約の移転等に際して資金援助等
の支援を行い、加入している保険契約の継続を図るこ
とにしています｡
保険契約の移転等における補償対象契約は、運用実績
連動型保険契約の特定特別勘定※1に係る部分を除い
た国内における元受保険契約で､その補償限度は、高予
定利率契約※2を除き責任準備金等※3の90％とするこ
とが、保険業法等で定められています（保険金・年金等
の90％が補償されるものではありません※4）。
なお、保険契約の移転等の際には、責任準備金等の削減
に加え、保険契約を引き続き適正・安全に維持するため
に、契約条件の算定基礎となる基礎率（予定利率、予定
死亡率、予定事業費率等）の変更が行われる可能性があ
り、これに伴い、保険金額・年金額等が減少することが
あります。あわせて、早期解約控除制度（保険集団を維
持し、保険契約の継続を図るために、通常の解約控除と
は別に、一定期間特別な解約控除を行う制度）が設けら
れる可能性もあります。

※1 �特別勘定を設置しなければならない保険契約のう
ち最低保証（最低死亡保険金保証、最低年金原資保
証等）のない保険契約に係る特別勘定を指します。
更生手続においては、当該部分についての責任準

備金を削減しない更生計画を作成することが可能
です（実際に削減しないか否かは､個別の更生手続
の中で確定することとなります）。

※2 �破綻時に過去5年間で常に予定利率が基準利率
（注1）を超えていた契約を指します（注2）。当該契
約については、責任準備金等の補償限度が以下の
とおりとなります。ただし､破綻会社に対して資金
援助がなかった場合の弁済率が下限となります。
高予定利率契約の補償率＝90％－{（過去5年間
における各年の予定利率－基準利率）の総和÷２}

（注1） �基準利率は、生保各社の過去５年間の平均運用
利回りを基準に、金融庁長官および財務大臣が
定めることとなっております。現在の基準利率
については、当社または保護機構のウェブサイ
トで確認できます。

（注2） �一つの保険契約において、主契約・特約の予定利
率が異なる場合、主契約・特約を予定利率が異な
るごとに独立した保険契約とみなして、高予定
利率契約に該当するか否かを判断することにな
ります。また、企業保険等において被保険者が保
険料を拠出している場合で被保険者ごとに予定
利率が異なる場合には、被保険者ごとに独立の
保険契約が締結されているものとみなして高予
定利率契約に該当するか否かの判断をすること
になります。ただし、確定拠出年金保険契約につ
いては、被保険者が保険料を拠出しているか否
かにかかわらず、被保険者ごとに高予定利率契
約に該当するか否かを判断することになります。

※3 �責任準備金等とは、将来の保険金・年金・給付金の
お支払いに備え、保険料や運用収益などを財源と
して積立てている準備金等をいいます。

※4 �個人変額年金保険に付されている年金原資保証額
等についても、その90％が補償されるものではあ
りません。

生命保険契約者保護機構
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（注1） �上記の「財政措置」は、2027年３月末までに生
命保険会社が破綻した場合に対応する措置で、
会員保険会社の拠出による負担金だけで資金援
助等の対応ができない場合に、国会審議を経て
補助金が認められた際に行われるものです。

（注2） �破綻処理中の保険事故に基づく補償対象契約の
保険金等のお支払い、保護機構が補償対象契約
に係る保険金請求権等を買い取ることを指しま

す。この場合における支払率および買取率につ
いては、責任準備金等の補償限度と同率となり
ます（高予定利率契約については、※２に記載の
率となります）。

◇�補償対象契約の範囲・補償対象契約の補償限度等を
含め、本掲載内容はすべて現在の法令に基づいたも
のであり、今後、法令の改正により変更される可能性
があります。

生命保険会社が破綻した場合の保険契約の取扱いに関するお問合せ先

生命保険契約者保護機構  電話番号 03-3286-2820
「月曜日～金曜日（祝日・年末年始を除く）午前9時～正午、午後1時～午後5時」

ホームページアドレス　https://www.seihohogo.jp/

●救済保険会社が現れた場合

●救済保険会社が現れない場合

資金援助

負担金の拠出

補償対象
保険金の
お支払い
（注２）

保険契約の全部・一部の移転
合併、株式取得

保険金等のお支払い

保険金等のお支払い

資金貸出

財政措置（注1）

会員保険会社
破綻保険会社

民間金融機関等

国保険契約者等

補償対象保険金支払に
係る資金援助

補償対象保険金支払に
係る資金援助

保険契約の引受け

保険契約の承継

保険金請求権等の買取り（注２）

保 護 機 構

救済保険会社

負担金の拠出

補償対象
保険金の
お支払い
（注２）

資金貸出

財政措置（注1）

会員保険会社

民間金融機関等

国保険契約者等

保険金請求権等の買取り（注２）

保 護 機 構

承継保険会社

破綻保険会社

仕組みの概略図

https://www.seihohogo.jp/
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金融商品取引法第2条第31項第4号に
規定する「特定投資家」の方へ

保険業法第300条の2において準用される金融商品
取引法第34条の2の規定により、当社に対して、お客
さまを「特定投資家以外のお客さま」（以下、「一般投
資家」といいます）として取扱うよう申し出いただくこ
とができます。
手続きをご希望の場合、以下の連絡先までご連絡くだ
さい。

過去に上記の手続きをされているお客さまにつきまし
ては、「特定投資家」として取扱うよう申し出いただく

までは、「一般投資家」として取扱います。
「特定投資家」として取扱うよう申し出いただく場合、
以下の連絡先までご連絡ください。

※�法令の規定により、「特定投資家」と「一般投資家」の
区分を設けておりますが、当社の生命保険契約に関
しては、「特定投資家」として取扱う場合と「一般投
資家」として取扱う場合とで、お手続き等に相違はあ
りません（特定投資家に対しても、一般投資家と同様
の商品説明等をいたします）。

＜ご連絡先＞

オリックス生命　　　電話番号 03-3517-4300
受付時間 月曜～金曜 9：00－17：00 （土日・祝日・年末年始休み）
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その他

6
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生命保険と税金

■生命保険料控除について
払込まれた保険料の一定額が、その年の所得から控除され、それに応じて税金が安くなります。
この保険の保険料の払込方法は「一時払」のため、払込まれたその年のみ生命保険料控除が適用されます。

• 生命保険料控除の対象となるご契約
この制度は納税する人が保険料を支払い、本人または配偶者、あるいはその他の親族が保険金等の受取人であ
る場合に適用されます。

• 生命保険料控除のお手続き
生命保険料控除を受けるには申告が必要です。当社から「生命保険料控除証明書」を発行しますので、確定申告
または年末調整のために、大切に保管してください。

■保険金等の税制上の取扱い
保険金等にかかる税金は、保険契約者、被保険者、受取人の関係によって異なります。

【死亡保険金について】
※下表は保険契約者が保険料を負担しているものとします。
※（契）は保険契約者、（被）は被保険者、（受）は受取人を指します。

契約形態 契約例 税の種類

（契）と（被）が同一人の場合

（契）（被）（受）
夫　夫　妻 相続税

夫　夫　子

（契）と（受）が同一人で、
（被）が異なる場合

（契）（被）（受）
夫　妻　夫

所得税
（一時所得）
＋住民税夫　子　夫

（契）、（被）、（受）が
それぞれ異なる場合

（契）（被）（受）
夫　妻　子 贈与税

夫　子　妻
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■外貨建保険の税制上の取扱い
税制上、授受された通貨によって、以下のとおり取扱います。

• 保険料の取扱い
【円でお払込みになる場合】
保険料円入金特約を付加して、米ドル建の保険料を円でお払込みになる場合、実際に払込みいただいた円の額
で取扱います。

【米ドルでお払込みになる場合】
保険料を米ドルでお払込みになる場合、以下の換算基準日および適用する為替レートにしたがって円に換算し
た金額を円建の生命保険と同様に取扱います。

• 保険金･解約払戻金の取扱い
【円でお受取りになる場合】
円支払特約を付加して、米ドル建の保険金や解約払戻金を円でお受取りになる場合、実際にお受取りいただい
た円の額で取扱います。

【米ドルでお受取りになる場合】
保険金や解約払戻金を米ドルでお受取りになる場合、以下の換算基準日および適用する為替レートにしたがっ
て円に換算した金額を円建の生命保険と同様に取扱います。

項目
米ドルを円に換算する場合

換算基準日 為替レート＊

保険料 当社が受領した日 TTM

保険金
相続税・贈与税の対象となる場合

支払事由発生日
TTB

所得税の対象となる場合 TTM

解約払戻金 解約効力発生日 TTM

＊ TTMとは対顧客電信売買相場の仲値、TTBとは対顧客電信買相場のことをいいます。

※本冊子作成時現在の税制に基づく一般的な取扱いです。今後変更となる場合があります。
　作成年月は裏表紙をご参照ください。
※より詳しい内容等については最寄りの税務署等にお問合わせください。
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 主な保険用語

あ行 一
い ち

時
じ

払
ばらい

保
ほ

険
け ん

料
りょう

保障の対価として、当社に払込んでいただくお金のことをいいます。

受
う け

取
と り

人
に ん

保険金・給付金等を受取る人のことをいいます。

か行 解
か い

除
じ ょ 重大事由に該当した場合等に、保険期間の途中で当社が保険契約または特約

を消滅させることをいいます。

解
か い

約
や く 保険期間の途中に、保険契約者の意思で保険契約を終了させることをいいま

す。解約により保障は消滅します。

解
か い

約
や く

払
はらい

戻
もどし

金
き ん

保険契約を解約した場合等に、保険契約者に払戻されるお金のことをいいます。

換
か ん

算
ざ ん

基
き

準
じゅん

日
び 通貨を換算する基準となる日をいい、この日における当社所定の為替レート

を用いて換算します。

基
き

本
ほ ん

保
ほ

険
け ん

金
き ん

額
が く この保険の取扱いの基準となる金額をいい、一時払保険料と同額とします。

ただし、保険契約の締結後にその金額の減額が行われたときは、減額後の金額
とします。

契
け い

約
や く

応
お う

当
と う

日
び

契約後の保険期間中にむかえる毎年の契約日に対応する日のことです。

契
け い

約
や く

年
ね ん

齢
れ い 契約日における被保険者の年齢のことをいいます。当社では満年齢で計算し

ます。

契
け い

約
や く

日
び 通常は保険契約締結の際の責任開始日をいい、保険期間、契約年齢などの計算

基準日となります。この保険では一時払保険料を当社が受領する日となります。

さ行 市
し

場
じょう

価
か

格
か く

調
ちょう

整
せ い 解約・減額する場合に、運用対象となっている債券などの価格の変動を解約払

戻金額に反映させることをいいます。

指
し

定
て い

通
つ う

貨
か 米ドル・円の中から、保険契約締結時に保険契約者が指定した通貨をいいま

す。

支
し

払
はらい

事
じ

由
ゆ う

約款で定める、保険金・給付金等をお支払いする事由をいいます。

主
し ゅ

契
け い

約
や く

普通保険約款に記載されている契約内容のことをいいます。
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責
せ き

任
に ん

開
か い

始
し

時
じ

／

責
せ き

任
に ん

開
か い

始
し

日
び

保険契約の保障が開始される時期を「責任開始時」といい、その責任開始時の
属する日を「責任開始日」といいます。

た行 積
つ み

立
た て

金
き ん 積立金とは、将来の保険金等を支払うために一時払保険料を積立てた部分を

いいます。積立金額は、積立利率を適用して、経過した年月数により計算しま
す。

積
つ み

立
た て

利
り

率
り つ 積立金に適用する利率をいいます。契約時は契約日における積立利率が適用

され、10年ごとの契約応当日（積立利率計算基準日）に更改されます。

積
つ み

立
た て

利
り

率
り つ

計
け い

算
さ ん

基
き

準
じゅん

日
び

積立利率保証期間（10年）ごとの、契約日の年単位の応当日（応当日のない月
の場合は、その月の末日とします）とし、積立利率はこの日に更改を行います。

積
つ み

立
た て

利
り

率
り つ

保
ほ

証
しょう

期
き

間
か ん 積立利率を適用した日からつぎに更改するまでの期間（10年）をいいます。

特
と く

約
や く 主契約の保障内容をさらに充実させるためや、保険料払込方法など、普通保険約

款と異なる特別な約束をする目的で主契約に付加するもののことをいいます。

は行 被
ひ

保
ほ

険
け ん

者
し ゃ

保険の対象とされる人のことをいいます。

保
ほ

険
け ん

期
き

間
か ん

保険契約において保障する期間のことをいいます。

保
ほ

険
け ん

金
き ん

・給
きゅう

付
ふ

金
き ん 被保険者に約款の定める支払事由が生じたときにお支払いするお金のことを

いいます。

保
ほ

険
け ん

契
け い

約
や く

者
し ゃ 当社と保険契約を結び、契約上のいろいろな権利(契約内容変更請求権など)

と義務(保険料支払義務など)をもつ人のことをいいます。

保
ほ

険
け ん

証
しょう

券
け ん 保険契約の保険金額・給付金額等や保険期間などの契約内容を具体的に記載

したものです。

ま行 免
め ん

責
せ き

事
じ

由
ゆ う

約款で定める、保険金・給付金等をお支払いできない事由をいいます。

や行 約
や っ

款
か ん

保険契約について、契約から消滅までの取り決めを記載したものです。
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この保険の趣旨
この保険は、保険料の払込を保険契約者が指定する通貨で行い、金利情勢に応じて積立利率を定め、その利率を
定期的に更改する仕組みの一時払タイプの指定通貨建終身保険で、被保険者が死亡したときに指定通貨建の死亡保
険金を支払うことを主な内容とするものです。

１ 通貨
第１条（通貨）
この保険契約における通貨は、アメリカ合衆国通貨（以下、「米国ドル」といいます。）または円のいずれか一
つとします。
２ 保険契約者は、保険契約締結の際、米国ドルまたは円のいずれか一つの通貨を指定するものとし（以下、指定
した通貨を「指定通貨」といいます。）、保険料の払込または死亡保険金の支払等、この保険契約に係る金銭の授
受は、全て指定通貨をもって行ないます。

１ 通貨
第１条 通貨
２ 基本保険金額等の定義
第２条 基本保険金額等の定義
３ 積立金
第３条 積立金および積立利率
第４条 積立利率の更改
４ 保険金の支払
第５条 死亡保険金の支払
第６条 死亡保険金の削減支払
第７条 保険金の据置支払
５ 保険金の請求、支払時期および支払場所
第８条 保険金の請求、支払時期および支払場所
６ 責任開始
第９条 責任開始
７ 保険契約の内容の変更
第１０条 基本保険金額の減額

８ 保険契約者および死亡保険金受取人
第１１条 保険契約者の変更
第１２条 保険契約者または死亡保険金受取人の代表

者
第１３条 保険契約者の住所の変更
第１４条 会社への通知による死亡保険金受取人の変

更

第１５条 遺言による死亡保険金受取人の変更
９ 詐欺および不法取得目的
第１６条 詐欺による取消
第１７条 不法取得目的による無効

１０ 告知
第１８条 告知

１１ 重大事由による解除
第１９条 重大事由による解除

１２ 解約
第２０条 解約

１３ 解約払戻金
第２１条 解約払戻金
第２２条 解約払戻金額

１４ 契約年齢の計算および契約年齢の誤りの処理
第２３条 契約年齢の計算
第２４条 契約年齢の誤りの処理

１５ 契約者配当
第２５条 契約者配当

１６ 時効
第２６条 時効

１７ 管轄裁判所
第２７条 管轄裁判所

１８ 保険契約者以外の者による解約の効力等
第２８条 保険契約者以外の者による解約の効力等

１．無配当指定通貨建積立利率変動型一時払終身保険普通保険約款
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用語 定義

⑴ 基本保険金額
この保険契約の取扱の基準となる金額をいい、この金額は、一時払保険料と同額と

します。ただし、保険契約の締結後、基本保険金額の減額が行なわれたときは、減額
後の金額とします。

⑵ 積立利率保証期間

積立利率を適用した日からつぎに更改するまでの期間をいい、指定通貨に応じて、
つぎの年数のうち会社の定める取扱範囲内で保険契約者の申出によって定めます。
・指定通貨が米国ドルの場合 １０年
・指定通貨が円の場合 １０年または２０年

⑶ 積立利率計算基準日
積立利率保証期間の年数ごとの、契約日の年単位の応当日（以下、「契約応当日」

といいます。応当日のない月の場合は、その月の末日とします。以下、同じとします。）
とし、積立利率はこの日に更改を行ないます。

２ 基本保険金額等の定義
第２条（基本保険金額等の定義）
この保険契約において使用される用語の定義は、それぞれつぎの各号のとおりとします。

３ 積立金
第３条（積立金および積立利率）
積立金とは、将来の死亡保険金を支払うために一時払保険料を積み立てた部分をいい、積立金額は、積立利率を
適用して、経過した年月数により計算します。
２ 積立金額の計算に際しては、契約日および契約日後に到来する各積立利率計算基準日における積立利率を、そ
れぞれの積立利率保証期間中適用します。
３ 積立利率は、指定通貨および積立利率保証期間に応じて、つぎの各号に掲げる範囲内で会社が定めた利率から、
会社の定める保険契約関係費率を差し引いた利率とします。
⑴ 指定通貨が米国ドルの場合
次項に定める指標金利の会社所定の期間における平均値（以下、「平均指標金利」といいます。）に最大１．０％

を加えた利率を上限とし、最大１．５％を減じた利率を下限とする範囲
⑵ 指定通貨が円の場合
① 積立利率保証期間が１０年の場合
平均指標金利に最大１．０％を加えた利率を上限とし、最大１．５％を減じた利率を下限とする範囲

② 積立利率保証期間が２０年の場合
平均指標金利に最大１．０％を増減させた範囲

４ 積立利率の計算の基礎となる指標金利は、指定通貨および積立利率保証期間に応じて、別表２に定める利回り
とします。
５ 前項の規定にかかわらず、会社は、将来の運用情勢の変化により前項に定める利回りが算出されなくなったと
きまたは長期間にわたりこの保険の運用対象と明らかに連動しなくなったとき等前項に定める利回りを指標金利
の計算に用いることが適切でなくなったと認めた場合には、主務官庁の認可を得て、指標金利を変更することが
あります。この場合、指標金利を変更する日の２か月前までに保険契約者にその旨を通知します。
６ 積立利率は、契約日における会社の定める最低保証積立利率を下まわることはありません。

第４条（積立利率の更改）
積立利率は、積立利率計算基準日に更改を行ないます。
２ 積立利率計算基準日における被保険者の年齢が、積立利率保証期間に応じてつぎの各号の年齢以上となる場合
は、その積立利率計算基準日における更改を最終の更改とします（この最終の更改を行う積立利率計算基準日を
以下、「最終の積立利率計算基準日」といいます。）。
⑴ 積立利率保証期間が１０年の場合

１０１歳
⑵ 積立利率保証期間が２０年の場合

９１歳
３ 最終の積立利率計算基準日以後は、つぎの各号のとおり取り扱います。
⑴ 積立利率は、前条第３項の規定にかかわらず、この保険契約の最低保証積立利率と同一とします。
⑵ 積立利率保証期間は、第２条（基本保険金額等の定義）第２号の規定にかかわらず、終身とします。
４ 会社は、積立利率計算基準日に更改した積立利率を、保険契約者に通知します。
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名称 支 払 事 由 支払額
受
取
人

死亡保険金を支払わない場合（以下、
「免責事由」といいます。）

死
亡
保
険
金

被保険者が死亡した
とき

つぎの金額のうち、いずれか大き
い金額
①被保険者が死亡した日における積
立金相当額

②被保険者が死亡した日における解
約払戻金相当額

死
亡
保
険
金
受
取
人

被保険者がつぎのいずれかにより死亡
したとき
Ⅰ）責任開始の日からその日を含めて３
年以内の被保険者の自殺
Ⅱ）保険契約者の故意
Ⅲ）死亡保険金受取人の故意

４ 保険金の支払
第５条（死亡保険金の支払）
この保険契約の死亡保険金の支払は、つぎのとおりです。

２ 死亡保険金受取人が故意に被保険者を死亡させた場合で、その受取人が死亡保険金の一部の受取人であるとき
は、死亡保険金からその受取人に支払うこととしていた部分を除いた残額をその他の死亡保険金受取人に支払
い、支払わない部分の被保険者が死亡した日における積立金を保険契約者に支払います。
３ 死亡保険金受取人の死亡時以後、死亡保険金受取人の変更が行なわれていない間は、死亡保険金受取人の死亡
時の法定相続人を死亡保険金受取人とします。
４ 前項の規定により死亡保険金受取人となった者が死亡した場合に、この者に法定相続人がいないときは、前項
の規定により死亡保険金受取人となった者のうち生存している他の死亡保険金受取人を死亡保険金受取人としま
す。
５ 第３項および前項により死亡保険金受取人となった者が２人以上いる場合は、その受取割合はそれぞれの法定
相続割合とします。
６ 第１項に規定する免責事由により死亡保険金が支払われない場合には、つぎのとおり取り扱います。
⑴ 保険契約者が故意に被保険者を死亡させたとき（保険契約者と被保険者が同一の場合を除きます。）
被保険者が死亡した日における解約払戻金（ただし、その日における積立金額を上限とします。）を保険契
約者に支払います。
⑵ 前号に該当しないとき
被保険者が死亡した日における積立金を保険契約者に支払います。

第６条（死亡保険金の削減支払）
第５条第１項の規定にかかわらず、被保険者が戦争その他の変乱により死亡した場合で、その原因により死亡し
た被保険者の数の増加がこの保険の計算の基礎に影響を及ぼすときは、会社は、死亡保険金を削減して支払うこと
があります。この場合、削減して支払う金額は被保険者が死亡した日における積立金を下まわることはありません。

第７条（保険金の据置支払）
保険契約者は死亡保険金の支払事由発生前、死亡保険金受取人は死亡保険金の支払事由発生後、死亡保険金の据
置支払を請求することができます。
２ 据置期間は、会社所定の期間を限度とし、据置期間中は、会社所定の利率による利息をつけるものとします。
３ 本条の規定により請求した後の支払うべき死亡保険金については、第３条（積立金および積立利率）の規定は
適用しません。

５ 保険金の請求、支払時期および支払場所
第８条（保険金の請求、支払時期および支払場所）
死亡保険金の支払事由が生じたときは、保険契約者または死亡保険金受取人は、遅滞なく会社に通知して下さい。

２ 死亡保険金受取人は、すみやかに必要書類（別表１）を提出して死亡保険金を請求して下さい。
３ 官公署、会社、工場、組合等の団体（団体の代表者を含みます。以下、「団体」といいます。）を保険契約者
および死亡保険金受取人とし、その団体から給与の支払を受ける従業員を被保険者とする保険契約の場合、保険
契約者である団体が当該保険契約の死亡保険金の全部またはその相当部分を遺族補償規程等に基づく死亡退職金
または弔慰金等（以下、「死亡退職金等」といいます。）として死亡退職金等の受給者に支払うときは、死亡保
険金の請求の際、第１号または第２号いずれかおよび第３号の書類も必要とします。ただし、これらの者が２人
以上であるときは、そのうち１人からの提出で足りるものとします。
⑴ 死亡退職金等の受給者の請求内容確認書
⑵ 死亡退職金等の受給者に死亡退職金等を支払ったことを証する書類
⑶ 保険契約者である団体が受給者本人であることを確認した書類
４ 死亡保険金は、第２項および第３項の必要書類が会社に到達した日の翌日からその日を含めて５営業日以内に
会社の本社で支払います。
５ 死亡保険金を支払うために確認が必要なつぎの各号に掲げる場合において、保険契約の締結時から保険金請求
時までに会社に提出された書類だけでは確認ができないときは、それぞれ当該各号に定める事項の確認（会社の
指定した医師による診断を含みます。）を行ないます。この場合には、前項の規定にかかわらず、死亡保険金を
支払うべき期限は、必要書類が会社に到達した日の翌日からその日を含めて４５日を経過する日とします。また、
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この場合、会社は死亡保険金を請求した者に通知します。
⑴ 死亡保険金の支払事由発生の有無の確認が必要な場合
死亡保険金の支払事由に該当する事実の有無

⑵ 死亡保険金支払の免責事由に該当する可能性がある場合
死亡保険金の支払事由が発生した原因

⑶ この約款に定める重大事由、詐欺または不法取得目的に該当する可能性がある場合
前２号に定める事項、第１９条（重大事由による解除）第１項第３号①から⑤までに該当する事実の有無また

は保険契約者、被保険者もしくは死亡保険金受取人の保険契約締結の目的もしくは保険金請求の意図に関する
保険契約の締結時から保険金請求時までにおける事実

６ 前項の確認をするため、つぎの各号に掲げる事項についての特別な照会や調査が不可欠な場合には、前２項に
かかわらず、死亡保険金を支払うべき期限は、必要書類が会社に到達した日の翌日からその日を含めて当該各号
に定める日数（各号のうち複数に該当する場合でも１８０日）を経過する日とします。この場合、会社は死亡保険
金を請求した者に通知します。
⑴ 前項第２号および第３号に定める事項についての弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）にもとづく照会その他
の法令にもとづく照会 １８０日

⑵ 前項に定める事項についての研究機関等の専門機関による医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分
析または鑑定 １８０日

⑶ 前項に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または死亡保険金受取人を被疑者として、捜査、起訴その
他の刑事手続が開始されたことが報道等から明らかである場合における、前項に定める事項に関する、送致、
起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察等の捜査機関または裁判所に対する照会 １８０日
⑷ 前項各号に定める事項についての日本国外における調査 １８０日

７ 前２項に掲げる必要な事項の確認に際し、保険契約者、被保険者または死亡保険金受取人が正当な理由なく当
該確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき（会社の指定した医師による必要な診断に応じなかったときを含
みます。）は、会社は、これにより当該事項の確認が遅延した期間の遅滞の責任を負わず、その間は死亡保険金
を支払いません。

６ 責任開始
第９条（責任開始）
会社は、つぎの時から保険契約上の責任を負います。
⑴ 保険契約の申込を承諾した後に一時払保険料を受け取った場合
一時払保険料を受け取った時

⑵ 一時払保険料相当額を受け取った後に保険契約の申込を承諾した場合
一時払保険料相当額を受け取った時

２ 前項の会社の責任開始の日を契約日とします。
３ 会社が保険契約の申込を承諾したとき（第１項第１号のときは一時払保険料を受け取ったとき）には、保険証
券を発行します。保険証券には保険契約を締結した日および支払事由を記載せず、第２項の契約日および保険契
約の種類を記載します。

７ 保険契約の内容の変更
第１０条（基本保険金額の減額）
保険契約者は、基本保険金額の減額を請求することができます。
２ 保険契約者が前項の減額の請求をするときは、必要書類（別表１）を会社に提出して下さい。
３ 会社が本条の減額をするときは、減額分に対する解約払戻金を保険契約者に支払います。
４ 本条の減額は、前項に定める基本保険金額の減額の請求にかかる必要書類が会社に到着した日を減額日とし、
その日から効力を生じます。
５ 減額後の基本保険金額が会社の定める限度を下まわる場合は、会社は、本条の減額を取り扱いません。

８ 保険契約者および死亡保険金受取人
第１１条（保険契約者の変更）
保険契約者は、被保険者および会社の同意を得て、その権利および義務のすべてを第三者に承継させることがで
きます。
２ 保険契約者が本条の変更を請求するときは、必要書類（別表１）を会社に提出して下さい。

第１２条（保険契約者または死亡保険金受取人の代表者）
保険契約について、保険契約者または死亡保険金受取人が２人以上あるときは、各代表者１人を定めて下さい。
その代表者は、それぞれ他の保険契約者または死亡保険金受取人を代理するものとします。
２ 前項の代表者が定まらないときまたはその所在が不明であるときは、会社が保険契約者または死亡保険金受取
人の１人に対してした行為は、他の者に対しても効力を生じます。
３ 保険契約者が２人以上ある場合には、その責任は連帯とします。

約
款

1
無
配
当
指
定
通
貨
建
積
立
利
率
変
動
型
一
時
払
終
身
保
険
普
通
保
険
約
款

60



第１３条（保険契約者の住所の変更）
保険契約者が住所または通信先を変更したときは、すみやかに会社に通知して下さい。
２ 保険契約者が前項の通知をしなかったときは、会社の知った最後の住所または通信先あてに発した通知は、保
険契約者に到達したものとみなします。

第１４条（会社への通知による死亡保険金受取人の変更）
保険契約者は、死亡保険金の支払事由が発生するまでは、被保険者の同意を得た上で、会社に対する通知により、

死亡保険金受取人を変更することができます。
２ 前項の通知をするときは、必要書類（別表１）を会社に提出して下さい。
３ 第１項の通知が会社に到達する前に変更前の死亡保険金受取人に死亡保険金を支払ったときは、その支払後に
変更後の死亡保険金受取人から死亡保険金の請求を受けても、会社はこれを支払いません。

第１５条（遺言による死亡保険金受取人の変更）
前条に定めるほか、保険契約者は、死亡保険金の支払事由が発生するまでは、法律上有効な遺言により、死亡保
険金受取人を変更することができます。
２ 前項の死亡保険金受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を生じません。
３ 前２項による死亡保険金受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、保険契約者の相続人が会社に通知しなけ
れば、これを会社に対抗することができません。
４ 前項の通知をするときは、必要書類（別表１）を会社に提出して下さい。

９ 詐欺および不法取得目的
第１６条（詐欺による取消）
保険契約者、被保険者または死亡保険金受取人の詐欺により保険契約の締結が行なわれたときは、会社は、保険
契約を取り消すことができます。この場合、すでに払い込んだ保険料は払い戻しません。

第１７条（不法取得目的による無効）
保険契約者が死亡保険金を不法に取得する目的または他人に死亡保険金を不法に取得させる目的をもって保険契
約の締結を行なったときは、保険契約は無効とし、すでに払い込んだ保険料は払い戻しません。

１０ 告知
第１８条（告知）
会社は、保険契約の締結の際、被保険者に関し、書面による告知を求めず、または口頭による医師の質問を行な
いません。

１１ 重大事由による解除
第１９条（重大事由による解除）
会社は、つぎのいずれかの事由（重大事由）がある場合には、この保険契約を将来に向かって解除することがで
きます。
⑴ 保険契約者または死亡保険金受取人がこの保険契約の死亡保険金を詐取する目的または他人に詐取させる目
的で事故招致（未遂を含みます。）をした場合

⑵ この保険契約の死亡保険金の請求に関し、死亡保険金受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）があった場合
⑶ 保険契約者、被保険者または死亡保険金受取人が、つぎのいずれかに該当する場合
① 暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、暴力団準構成員、暴
力団関係企業その他の反社会的勢力（以下、「反社会的勢力」といいます。）に該当すると認められること
② 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められること
③ 反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④ 保険契約者または死亡保険金受取人が法人の場合、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、またはその
法人の経営に実質的に関与していると認められること
⑤ その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること
⑷ この保険契約に付加されている特約もしくは他の保険契約が重大事由によって解除され、または保険契約
者、被保険者もしくは死亡保険金受取人が他の保険者との間で締結した保険契約もしくは共済契約が重大事由
により解除されるなどにより、会社の保険契約者、被保険者または死亡保険金受取人に対する信頼を損ない、
この保険契約の存続を困難とする第１号から前号までと同等の重大な事由がある場合

２ 死亡保険金の支払事由が生じた後でも、会社は、前項の規定によってこの保険契約を解除することができます。
この場合には、前項各号に定める事由の発生時以後に生じた支払事由による死亡保険金（前項第３号のみに該当
した場合で、前項第３号①から⑤までに該当した者が死亡保険金受取人のみであり、その受取人が死亡保険金の
一部の受取人であるときは、死亡保険金のうち、その受取人に支払われるべき死亡保険金をいいます。以下、本
項について同じとします。）を支払いません。また、すでにその支払事由により死亡保険金を支払っていたとき
でも、会社は、その返還を請求します。
３ 本条による解除は、保険契約者に対する通知によって行ないます。ただし、正当な事由によって保険契約者に
通知できない場合には、会社は、被保険者または死亡保険金受取人に通知します。
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４ この保険契約を解除した場合は、会社は、被保険者が死亡したときはその日における、それ以外のときは解除
の通知を発信した日における解約払戻金（ただし、その日における積立金額を上限とします。）を保険契約者に
支払います。
５ 前項の規定にかかわらず、第１項第３号の規定によってこの保険契約を解除した場合で、死亡保険金の一部の
受取人に対して第２項の規定を適用し死亡保険金を支払わないときは、この保険契約のうち支払われない死亡保
険金に対応する部分については前項の規定を適用し、その部分の解約払戻金を保険契約者に支払います。

１２ 解約
第２０条（解約）
保険契約者は、将来に向かって保険契約を解約し、解約払戻金を請求することができます。
２ 保険契約者が本条の請求をするときは、必要書類（別表１）を会社に提出して下さい。
３ 本条の解約は、前項の必要書類が会社に到着した日を解約日とし、その日から効力を生じます。

１３ 解約払戻金
第２１条（解約払戻金）
解約払戻金は、解約払戻金を計算すべき日（以下、「解約払戻金計算基準日」といいます。）における積立金額

を基準として、第２２条（解約払戻金額）に定める方法により計算します。
２ 本条の解約払戻金の支払時期および支払場所については、第８条（保険金の請求、支払時期および支払場所）
の規定を準用します。

第２２条（解約払戻金額）
前条の解約払戻金は、積立金額および平均指標金利にもとづいて、つぎの算式により計算した金額とします。
⑴ 解約払戻金計算基準日が積立利率計算基準日の場合
解約払戻金計算基準日の積立金額

⑵ 解約払戻金計算基準日が積立利率計算基準日以外の日の場合
解約払戻金計算基準日の積立金額 － 市場価格調整額 － 解約控除額

２ 前項第２号の解約控除額は、つぎの算式により計算した金額とします。ここで、解約控除率は、契約日から解
約払戻金計算基準日までの経過年数に応じて会社の定める率とします。
解約控除額 ＝ 解約払戻金計算基準日の積立金額 × 解約控除率

３ 第１項第２号の市場価格調整額は、つぎの算式により計算した金額とします。
市場価格調整額 ＝ 解約払戻金計算基準日の積立金額 × 市場価格調整率

４ 前項の市場価格調整率は、つぎの算式により計算した率とします。ただし、解約払戻金計算基準日が最終の積
立利率計算基準日以後の場合、「市場価格調整率」は零とします。

１－［１＋適用されている積立利率の計算時の平均指標金利
１＋解約払戻金計算基準日の平均指標金利 ］

月数
１２

ここで、
・「適用されている積立利率の計算時の平均指標金利」とは、解約払戻金計算基準日にこの保険契約に適用され
ている積立利率の計算において用いた平均指標金利とします。
・「解約払戻金計算基準日の平均指標金利」とは、この保険契約に適用している積立利率保証期間および指定通
貨と同じ保険契約を新たに契約締結したと仮定した場合の第３条（積立金および積立利率）に定める平均指標
金利とします。
・「月数」とは、残存月数（解約払戻金計算基準日から起算して、直後に到来する積立利率計算基準日の前日ま
での月数とし、１か月未満の端数日があるときは、切り上げます。）に応じて、以下のとおりとします。
⑴残存月数が１２１か月以上の場合
残存月数×０．７５＋３０か月

⑵残存月数が１２０か月以下の場合
残存月数

１４ 契約年齢の計算および契約年齢の誤りの処理
第２３条（契約年齢の計算）
被保険者の契約日における契約年齢は満年齢で計算し、１年未満の端数は切り捨てます。
２ 保険契約締結後の被保険者の年齢は、前項の契約年齢に契約応当日ごとに１歳を加えて計算します。

第２４条（契約年齢の誤りの処理）
保険契約申込書に記載された被保険者の年齢に誤りのあった場合、契約日における実際の年齢が、会社の定める
契約年齢の範囲外であったときは、会社は、保険契約を取り消すことができます。この場合、既に払い込まれた保
険料を保険契約者に払い戻します。契約日における実際の年齢が、会社の定める契約年齢の範囲内であったときは、
実際の年齢に基づいて保険契約を締結したものとみなし、会社の定める方法により処理します。
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１５ 契約者配当
第２５条（契約者配当）
この保険契約については、契約者配当はありません。

１６ 時効
第２６条（時効）
死亡保険金、解約払戻金その他この保険契約に基づく諸支払金の支払を請求する権利は、その請求権者が、その
権利を行使できるようになった時から３年間請求がない場合には消滅します。

１７ 管轄裁判所
第２７条（管轄裁判所）
この保険契約における死亡保険金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在地または死亡保険金受取人
（死亡保険金受取人が２人以上いるときは、その代表者とします。）の住所地を管轄する高等裁判所（本庁としま
す。）の所在地を管轄する地方裁判所をもって、合意による管轄裁判所とします。

１８ 保険契約者以外の者による解約の効力等
第２８条（保険契約者以外の者による解約の効力等）
保険契約者以外の者で保険契約の解約をすることができる者（以下、債権者等といいます。）による保険契約の
解約は、解約の通知が会社に到達した時から１か月を経過した日に効力を生じます。
２ 前項の解約が通知された場合でも、通知の時においてつぎの各号のすべてを満たす死亡保険金受取人が、保険
契約者の同意を得て、前項の期間が経過するまでの間に、当該解約の通知が会社に到達した日に解約の効力が生
じたとすれば会社が債権者等に支払うべき金額を債権者等に支払い、かつ会社にその旨を通知したときは、前項
の解約はその効力を生じません。
⑴ 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること
⑵ 保険契約者でないこと
３ 前項の通知をするときは、必要書類（別表１）を会社に提出して下さい。
４ 第１項の解約の通知が会社に到達した日以後、当該解約の効力が生じまたは第２項の規定により効力が生じな
くなるまでに、死亡保険金の支払事由が生じ、会社が死亡保険金を支払うべきときは、当該支払うべき金額の限
度で、第２項本文の金額を債権者等に支払います。この場合、当該支払うべき金額から債権者等に支払った金額
を差し引いた残額を、死亡保険金受取人に支払います。
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この特約の趣旨
この特約は、主たる保険契約（以下、「主契約」といいます。）の保険金等を年金の方法により支払うことを主

な内容とするものです。
この特約条項中、基本年金額とは毎年の年金額の基本になる金額をいいます。

第１条（特約の締結）
この特約は、会社の定める保険契約の申込の際または継続中においては、保険契約者の申出によって、また、保
険金、障害給付金（第１級の障害状態に該当したときに限ります。）または保険期間満了時の生存給付金（以下、
「保険金等」といいます。）の支払事由発生後は、その受取人（以下、「受取人」といいます。）の申出によって締
結します。ただし、保険金等の支払後は、この特約の締結はしません。
２ 保険契約者の申出によってこの特約を締結したときは、保険証券に表示（継続中の申出の場合には、新たに保
険証券を発行しません。）します。
３ 同一の保険金等について受取人が２人以上あるときは、それぞれの受取人ごとにこの特約を締結するものとし
ます。

第２条（年金基金の設定）
保険金等の支払事由が発生したときは、保険金等（保険金等とともに支払われる金銭を含みます。）の全部また
は一部を年金基金に充当します。
２ 保険金等の受取人は、会社の定める範囲内で年金基金を追加することができます。
３ 年金基金が設定されたときは、会社は、年金受取人に年金証書を交付します。

第３条（年金受取人）
年金受取人は、年金基金に充当された保険金等の受取人とします。

第４条（年金の種類、型の選択）
この特約の年金の種類は確定年金とします。
２ 保険契約者または保険金等の受取人は特約締結の際、年金支払期間について、会社の定める範囲内で選択する
ものとします。
３ 保険契約者または保険金等の受取人は、特約の締結の際、年金の型についてつぎのいずれかを選択するものと
します。
� 定額型
毎年の年金額は、基本年金額と同額とします。

� 逓増型
保険契約者または保険金等の受取人は、年金の型の選択の際、会社の定める範囲内で、逓増率を選択するも
のとします。毎年の年金額は、基本年金額に、別表（年金乗率例表）に記載の乗率を乗じて得た金額とします。

第５条（基本年金額の計算）
基本年金額は、年金基金の設定時における会社の定める方法により計算します。
２ 基本年金額が会社の定める金額に満たない場合は、年金支払の取扱は行なわないものとします。

第１条 特約の締結
第２条 年金基金の設定
第３条 年金受取人
第４条 年金の種類、型の選択
第５条 基本年金額の計算
第６条 年金支払日
第７条 年金の支払内容
第８条 年金の分割支払
第９条 年金の一括支払
第１０条 年金等の請求、支払時期および支払場所
第１１条 法定相続人の代表者
第１２条 解約

第１３条 基本年金額の減額
第１４条 年金受取人に対する貸付
第１５条 年金受取人の変更
第１６条 年金の変更
第１７条 契約者配当
第１８条 特約の更新
第１９条 時効
第２０条 管轄裁判所
第２１条 必要書類
第２２条 主約款の規定の準用
第２３条 保険契約者以外の者による解約の効力等

２．年金支払特約
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第６条（年金支払日）
第１回の年金支払日は、この特約の締結の際、会社の定める範囲内で任意に定めることができます。
２ 第２回以後の年金支払日は、第１回年金支払日の年単位の応当日とします。

第７条（年金の支払内容）
年金の給付内容はつぎのとおりとします。
� 年金支払期間中の年金支払日に年金受取人が生存している場合、年金受取人に年金を支払います。
� 年金受取人が、第１回年金支払日以後、年金支払期間中の最後の年金支払日前に死亡したときは、年金支払
期間の残存期間に対する未払年金現価を死亡一時金として年金受取人の死亡時の法定相続人に支払います。

２ 年金受取人が、第１回年金支払日前に死亡したときは、死亡時における年金基金の価額を死亡一時金として年
金受取人の死亡時における法定相続人に支払います。
３ 第１項第２号および前項の規定により死亡一時金の受取人となった者が２人以上いる場合は、その受取割合は
それぞれの法定相続割合とします。

第８条（年金の分割支払）
年金受取人の請求があったときは、会社の定める範囲内で、１年分の年金額を等分して支払います。この場合に
は、会社所定の利率で計算した利息を支払います。
２ 前項において、年金受取人が死亡した場合で、その死亡日の属する年度の年金の未支払分があるときは、これ
を一括して年金受取人の死亡時の法定相続人に支払います。
３ 分割後の年金額が会社の定める限度を下まわる場合は、会社は、本条の分割を取り扱いません。

第９条（年金の一括支払）
年金受取人は、将来の年金の支払にかえて、年金支払期間の残存期間に対する年金の現価に相当する金額の一括
支払を請求することができます。この場合、年金は消滅します。

第１０条（年金等の請求、支払時期および支払場所）
年金、死亡一時金、その他この特約の諸支払金（以下、「年金等」といいます。）の支払事由が生じたときは、
年金等の受取人は、すみやかに必要書類を会社に提出して、その年金等を請求して下さい。
２ 主約款に定める保険金等の支払時期および支払場所に関する規定は、この特約による年金等の支払の場合に準
用します。

第１１条（法定相続人の代表者）
法定相続人が２人以上あるときは、代表者を１人定めて下さい。この場合、その代表者は他の法定相続人を代理
するものとします。
２ 前項の代表者が定まらないかまたはその所在が不明のときは、会社が法定相続人の１人に対してした行為は、
他の法定相続人に対しても効力を生じます。

第１２条（解約）
保険契約者は、保険契約継続中であれば、いつでも将来に向かってこの特約を解約することができます。
２ 年金受取人は、年金支払開始日前であれば、将来に向かってこの特約を解約することができます。
３ 前項の場合、会社は、解約時における年金基金の価額を年金受取人に支払います。
４ 本条の解約を請求するときは、必要書類を会社に提出して下さい。
５ 本条の年金基金の価額の支払時期および支払場所については、主約款の給付金、保険金または年金の支払時期
および支払場所に関する規定を準用します。

第１３条（基本年金額の減額）
年金受取人は、年金支払開始日前であれば、将来に向かってこの特約の基本年金額を減額することができます。
ただし、減額後の基本年金額が会社の定める限度を下まわることはできません。
２ 本条の変更を請求するときは、必要書類を会社に提出して下さい。
３ 本条の場合、会社は、基本年金額の減額分に相当する年金基金の減額時における価額を年金受取人に支払いま
す。

第１４条（年金受取人に対する貸付）
年金受取人に対する貸付は取り扱いません。

第１５条（年金受取人の変更）
年金受取人は、変更することができません。

第１６条（年金の変更）
保険契約者は保険金等の支払事由の発生時前であれば、また、年金受取人はあらかじめ保険契約者から別段の申
出がない限り年金支払開始日前であれば、会社の承諾を得て、会社の定める方法により、年金支払の内容を変更す
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項 目 必 要 書 類

年金 � 年金受取人の戸籍抄本および印鑑証明書

死亡一時金 � 年金受取人の住民票（ただし、会社が必要と認めた場合は戸籍抄本）
� 死亡一時金を受け取る者の戸籍抄本および印鑑証明書

年金の一括支払 � 年金受取人の戸籍抄本および印鑑証明書

年金の分割支払 � 年金受取人の印鑑証明書

（注）会社は、上記以外の書類の提出を求めること、上記の書類の一部の省略を認めることまたは上記の書類
の提出以外の会社の定める方法を認めることがあります。

項 目 必 要 書 類

解約 � 年金受取人（保険金支払前は保険契約者）の印鑑証明書
� 保険証券（保険金支払前の場合）

基本年金額の減額 � 年金受取人の印鑑証明書

年金の変更 � 年金受取人（保険金支払前は保険契約者）の印鑑証明書
� 保険証券（保険金支払前の場合）

（注）会社は、上記以外の書類の提出を求めること、上記の書類の一部の省略を認めることまたは上記の書類
の提出以外の会社の定める方法を認めることがあります。

ることができます。
２ 本条の変更を請求するときは、必要書類を会社に提出して下さい。

第１７条（契約者配当）
この特約については、契約者配当はありません。

第１８条（特約の更新）
主契約が更新されたときは、この特約も更新されるものとします。

第１９条（時効）
年金、死亡一時金、その他この特約にもとづく諸支払金を請求する権利は、その請求権者が、その権利を行使で
きるようになった時から３年間請求がない場合には消滅します。

第２０条（管轄裁判所）
年金、死亡一時金、その他この特約にもとづく諸支払金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在地ま
たは請求者（請求者が２人以上あるときにはその代表者とします。）の住所地を管轄する高等裁判所（本庁としま
す。）の所在地を管轄する地方裁判所をもって合意による管轄裁判所とします。

第２１条（必要書類）
この特約にもとづく支払および変更は、会社所定の請求書およびつぎの表の書類を年金証書とともに提出して請
求して下さい。
� 支払請求書類

� その他の請求書類

第２２条（主約款の規定の準用）
この特約に別段の定めのない場合は、主約款の規定を準用します。ただし、主約款に定める重大事由による解除
に関する規定を準用し、年金を支払わないときは、会社は、解除の時期に応じてつぎの金額を年金受取人に支払い
ます。
� 年金基金設定日以後第１回年金支払日前
解除時における年金基金の価額

� 第１回年金支払日以後年金支払期間中の最後の年金支払日前
年金支払期間の残存期間に対する未払年金現価

２ 年金の分割支払により１年分の年金額を等分して支払う場合で、この特約を解除した年度の年金に未支払分が
あるときは、これを前項第２号の金額に含めます。

第２３条（保険契約者以外の者による解約の効力等）
主約款に定める「保険契約者以外の者による解約の効力等」の規定に関し、債権者等による解約の通知が会社に
到達した日以後、当該解約の効力が生じまたは「保険契約者以外の者による解約の効力等」の規定により効力が生
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支払年度
逓増率

支払年度
逓増率

３％ ５％ ３％ ５％

第１回 １．０００ １．０００ 第１６回 １．５５８ ２．０７９

第２回 １．０３０ １．０５０ 第１７回 １．６０５ ２．１８３

第３回 １．０６１ １．１０３ 第１８回 １．６５３ ２．２９２

第４回 １．０９３ １．１５８ 第１９回 １．７０２ ２．４０７

第５回 １．１２６ １．２１６ 第２０回 １．７５４ ２．５２７

第６回 １．１５９ １．２７６ 第２１回 １．８０６ ２．６５３

第７回 １．１９４ １．３４０ 第２２回 １．８６０ ２．７８６

第８回 １．２３０ １．４０７ 第２３回 １．９１６ ２．９２５

第９回 １．２６７ １．４７７ 第２４回 １．９７４ ３．０７２

第１０回 １．３０５ １．５５１ 第２５回 ２．０３３ ３．２２５

第１１回 １．３４４ １．６２９ 第２６回 ２．０９４ ３．３８６

第１２回 １．３８４ １．７１０ 第２７回 ２．１５７ ３．５５６

第１３回 １．４２６ １．７９６ 第２８回 ２．２２１ ３．７３３

第１４回 １．４６９ １．８８６ 第２９回 ２．２８８ ３．９２０

第１５回 １．５１３ １．９８０ 第３０回 ２．３５７ ４．１１６

じなくなるまでに、この特約の年金基金を設定する事由が生じた場合は、この特約による年金基金への保険金等の
充当は取り扱いません。その他「保険契約者以外の者による解約の効力等」については主約款の規定に準じます。

別表（年金支払特約 年金乗率例表）
年金支払特約を締結した場合において、年金の型が逓増型の場合、基本年金額に乗じる率は、支払年度および逓
増率に応じてつぎのとおりとします。
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この特約の趣旨
この特約は、保険契約者（保険契約の申込をしようとする者を含みます。以下同じとします。）または被保険者

が保険契約の申込の手続の際に、保険契約申込書または告知書の提出に代えて、会社の定める携帯端末等の情報処
理機器（以下、「情報端末」といいます。）を利用することにより、保険契約の申込手続を行なうことを目的とし
たものです。

第１条（特約の適用）
保険契約者から、情報端末を利用することにより、保険契約の申込があり、かつ、会社がこれを承諾した場合に
は、この特約を適用します。

第２条（保険契約の申込に関する事項）
保険契約の締結の際、会社は、保険契約の申込に係る事項を情報端末に表示しますので、保険契約者は、情報端
末に表示された保険契約の申込画面に所要事項を入力のうえで会社に送信することによって、保険契約の申込をす
ることができるものとします。

第３条（情報端末の利用による告知）
主たる保険契約の普通保険約款（以下、「主約款」といいます。）または特約条項の告知義務の規定にかかわら
ず、保険契約（特約を含みます。）の締結の際、会社所定の書面に代えて会社が情報端末に表示した告知に係る事
項について、保険契約者または被保険者は、情報端末に表示された告知画面に所要事項を入力のうえで会社に送信
することによって、告知することができるものとします。

第４条（主約款等の規定の準用）
この特約に別段の定めのない場合には、その性質が許されないものを除き、主約款および特約条項の規定を準用
します。

第５条（主約款等の読替）
この特約を適用した場合、主約款および特約条項の契約年齢または性別の誤りの処理の規定中「保険契約申込書
に記載された」とあるのを「情報端末による保険契約申込に関する特約に定める情報端末の保険契約の申込画面に
表示された」と読み替えます。

３．情報端末による保険契約申込に関する特約
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この特約の趣旨
この特約は、主たる保険契約（以下、「主契約」といいます。）に付加することにより、円により金銭を払い込

み、その金額を主契約における外貨建の一時払保険料に充当する取り扱いを主な内容とするものです。

第１条（特約の締結）
この特約は、主契約の締結の際、保険契約者の申出により、主契約に付加して締結します。

第２条（特約の適用）
主契約の普通保険約款または特約条項の規定にかかわらず、この特約を主契約に付加した場合には、会社は、保
険契約者が円により払い込んだ金額（以下、「円入金額」といいます。）を、外貨に換算し、主契約における外貨
建の一時払保険料に充当します。

第３条（為替レート）
円入金額の外貨建の一時払保険料への換算には、円入金額を会社が受領する日（以下、「受領日」といいます。
また、その日がこの特約に関して会社が主として取引する銀行（以下、「取引銀行」といいます。）の休業日に当
たるときは、その直後の取引銀行の営業日とします。）における会社所定の為替レートを用いるものとします。
２ 前項に定める会社所定の為替レートは、受領日における取引銀行の対顧客電信売相場（TTS）（１日のうちに
公示の変更があった場合には、その日の最初の公示値とします。）を上まわることはありません。

４．保険料円入金特約

約
款

4
保
険
料
円
入
金
特
約

69



この特約の趣旨
この特約は、主たる保険契約（以下、「主契約」といいます。）に付加することにより、保険金、年金または解
約払戻金等の支払に関して、主契約の普通保険約款（以下、「主約款」といいます。）および特約条項に定める外
国通貨（以下、「外国通貨」といいます。）を円に換算して取り扱うことを主な内容とするものです。

第１条（特約の締結）
この特約は、保険金もしくは年金等（以下、「保険金等」といいます。）または解約払戻金等を支払う場合で、
保険契約者（保険金等の支払の場合は、その保険金等の受取人とします。）から申出があったときに主契約に付加
して締結します。

第２条（換算基準日）
円の換算の基準となる日を換算基準日といいます。ただし、その日がこの特約に関して会社が主として取引する
銀行（以下、「取引銀行」といいます。）の休業日に当たるときは、その直前の取引銀行の営業日とします。

第３条（為替レート）
主約款または特約条項の規定にかかわらず、この特約を主契約に付加した場合には、会社は、外国通貨で定めら
れた金額を、換算基準日における会社所定の為替レートにより円に換算して、主約款または特約条項に定める取扱
を行ないます。
２ 前項に定める会社所定の為替レートは、換算基準日における取引銀行の対顧客電信買相場（TTB）（１日のう
ちに公示の変更があった場合には、その日の最初の公示値とします。）を下まわることはありません。

第４条（保険金の支払に関する取扱）
会社が保険金受取人に支払う保険金の換算基準日は、必要な書類が会社に到着した日（以下、「書類到着日」と
いいます。）の前日とします。

第５条（保険契約者に対する貸付に関する取扱）
会社が保険契約者に対して行なう貸付金の換算基準日は、書類到着日の前日とします。

第６条（保険料の前納等に関する取扱）
保険料前納金の残額が払い戻される場合、会社が保険契約者（保険金を支払うときは保険金の受取人）に払い戻
す保険料前納金の残額の換算基準日は、書類到着日の前日とします。ただし、第１３条（免責に関する取扱）または
第１４条（解除に関する取扱）に規定する責任準備金または解約払戻金と同時に支払われる場合は、それぞれの換算
基準日を適用します。
２ 保険料未経過金が払い戻される場合、前項の規定を準用します。
３ その他保険料が払い戻される場合、第１項の規定を準用します。

第７条（払済保険への変更に関する取扱）
払済保険への変更に際して払い戻す解約払戻金の残額がある場合、会社が保険契約者に支払う解約払戻金の残額
の換算基準日は、払済保険への変更に関する書類到着日の前日とします。

第８条（契約年齢または性別の誤りの処理に関する取扱）
契約年齢または性別の誤りの処理で会社が保険契約者に保険料を払い戻す場合、会社が保険契約者に払い戻す保
険料の換算基準日は、書類到着日の前日とします。

第９条（解約に関する取扱）
主契約（主契約に付加されている特約を含みます。）を解約する場合、会社が保険契約者に支払う解約払戻金の

換算基準日は、書類到着日の前日とします。

第１０条（保険金額の減額に関する取扱）
主契約（主契約に付加されている特約を含みます。）の保険金額を減額する場合、会社が保険契約者に支払う保

険金額の減額部分の解約払戻金の換算基準日は、書類到着日の前日とします。

第１１条（特約の消滅）
この特約の規定により、円に換算された金額を支払ったときは、この特約は消滅します。

第１２条（保険金の据置支払に関する取扱）
主約款または特約条項の規定により、保険金の据置支払をしたときは、据置期間満了まで据え置かれた保険金の
換算基準日は、会社所定の据置期間の満了日とします。ただし、据置期間中に据え置かれた保険金の請求に必要な

５．円支払特約
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書類が会社に到着したときは、換算基準日は、書類到着日の前日とします。

第１３条（免責に関する取扱）
被保険者の死亡が免責事由に該当したことにより死亡保険金を支払わない場合、会社が保険契約者に支払う責任
準備金または解約払戻金の換算基準日は、会社が支払決定を行なった日の前日とします。

第１４条（解除に関する取扱）
保険契約（特約を含みます。）を解除した場合、会社が保険契約者に支払う解約払戻金の換算基準日は、会社が

支払決定を行なった日の前日とします。

第１５条（主契約にリビング・ニーズ特約（指定通貨建・外貨建用）または介護前払特約（指定通貨建・外貨建用）
が付加された場合の特則）

主契約にリビング・ニーズ特約（指定通貨建・外貨建用）または介護前払特約（指定通貨建・外貨建用）が付加
された場合で、リビング・ニーズ特約（指定通貨建・外貨建用）のリビング・ニーズ保険金または介護前払特約（指
定通貨建・外貨建用）の介護前払保険金（以下、本条において「リビング・ニーズ保険金等」といいます。）が支
払われるときは、会社がリビング・ニーズ保険金等の受取人に支払うリビング・ニーズ保険金等の換算基準日は、
書類到着日の前日とします。

第１６条（主契約に特定疾病保険料払込免除特則または特定疾病障害介護保険料払込免除特則が適用された場合の特
則）

主契約に特定疾病保険料払込免除特則または特定疾病障害介護保険料払込免除特則が適用された場合で、被保険
者が悪性新生物責任開始日の前日以前に悪性新生物と診断確定され、特定疾病保険料払込免除特則または特定疾病
障害介護保険料払込免除特則の特則部分にかかわる保険料相当額が払い戻されるときは、その特則部分にかかわる
保険料相当額の換算基準日は、払い戻しに関して必要な書類到着日の前日とします。

第１７条（主契約に年金支払特約が付加された場合の特則）
主契約に年金支払特約が付加された場合で、年金支払特約の年金が支払われるときは、年金基金を設定する日の
前日における会社所定の為替レートを用いて年金基金に充当した金額を円に換算し、基本年金額は、会社の定める
方法により計算します。
２ 前項の規定を適用した場合、以後外国通貨による取扱を行ないません。

第１８条（主契約が指定通貨建特別終身保険（低解約払戻金型）または指定通貨建逓増終身保険（低解約払戻金型）
の場合の特則）

この特約を指定通貨建特別終身保険（低解約払戻金型）または指定通貨建逓増終身保険（低解約払戻金型）に付
加した場合には、第１０条（保険金額の減額に関する取扱）中、「保険金額」は、「基本保険金額」と読み替えます。

第１９条（主契約に米国ドル建特定疾病障害介護終身保険特約（低解約払戻金型）が付加された場合の特則）
主契約に米国ドル建特定疾病障害介護終身保険特約（低解約払戻金型）が付加された場合で、被保険者が悪性新
生物責任開始日の前日以前に悪性新生物と診断確定され、米国ドル建特定疾病障害介護終身保険特約（低解約払戻
金型）の保険料が払い戻されるときは、その保険料の換算基準日は、払い戻しに関して必要な書類到着日の前日と
します。

第２０条（主契約が指定通貨建積立利率変動型一時払終身保険の場合の特則）
この特約を指定通貨建積立利率変動型一時払終身保険に付加した場合には、つぎの各号のとおり取り扱います。
⑴ 第１３条（免責に関する取扱）中、「責任準備金」は、「積立金」と読み替えます。
⑵ 第１０条（保険金額の減額に関する取扱）中、「保険金額」は、「基本保険金額」と読み替えます。

第２１条（書類の提出以外の会社の定める方法による請求を受け付けた場合の特則）
主約款または主契約に付加された特約の特約条項における書類の提出以外の会社の定める方法による請求を会社
が受け付けた場合には、その請求を受け付けた日を、この特約条項の各条に定める書類到着日とみなして取り扱い
ます。
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項 目 必 要 書 類

１．死亡保険金

⑴ 会社所定の請求書
⑵ 会社所定の様式による医師の死亡証明書
⑶ 被保険者の住民票（ただし、会社が必要と認めた場合には戸籍抄本）
⑷ 死亡保険金の受取人の戸籍抄本と印鑑証明書
⑸ 保険証券

（注）会社は、上記以外の書類の提出を求めること、上記の書類の一部の省略を認めることまたは上記の書類の
提出以外の会社の定める方法（この場合、請求を会社が受け付けた日を上記の書類が会社に到着した日と
みなして取り扱います。）を認めることがあります。

項 目 必 要 書 類

１．減額
⑴ 会社所定の請求書
⑵ 保険契約者の印鑑証明書
⑶ 保険証券

２．死亡保険金受取人の変
更

⑴ 会社所定の請求書
⑵ 保険契約者の印鑑証明書
⑶ 被保険者の印鑑証明書
⑷ 保険証券

３．遺言による死亡保険金
受取人の変更

⑴ 会社所定の請求書
⑵ 遺言書の写し
⑶ 相続人の戸籍謄本
⑷ 相続人の印鑑証明書
⑸ 被保険者の印鑑証明書
⑹ 保険証券

４．保険契約者の変更
⑴ 会社所定の請求書
⑵ 保険契約者の印鑑証明書
⑶ 保険証券

５．解約
⑴ 会社所定の請求書
⑵ 保険契約者の印鑑証明書
⑶ 保険証券

６．第２８条（保険契約者以
外の者による解約の効力
等）第３項に定める会社
への通知

⑴ 会社所定の請求書
⑵ 受取人の戸籍謄本
⑶ 受取人の印鑑証明書
⑷ 保険契約者の印鑑証明書
⑸ 受取人による債権者等への弁済の事実および金額を証明する書類
⑹ 保険証券

（注）会社は、上記以外の書類の提出を求めること、上記の書類の一部の省略を認めることまたは上記の書類の
提出以外の会社の定める方法（この場合、請求を会社が受け付けた日を上記の書類が会社に到着した日と
みなして取り扱います。）を認めることがあります。

別表１ 請求書類
（Ⅰ）保険金の請求書類

（Ⅱ）その他の請求書類

６．別表
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指定通貨 積立利率
保証期間 指標金利

米国ドル １０年

情報提供機関（Bloomberg Finance L.P.）から提供される以下のインデック
ス指標の利回りを単純平均した利回り
①USD US Corporate A+ A A- BVAL Yield Curve 10 Year
②USD US Corporate BBB+ BBB BBB- BVAL Yield Curve 10 Year

円
１０年 情報提供機関（Bloomberg Finance L.P.）から提供されるインデックス指標

（JPY Japan Corporate A+ A A- BVAL Yield Curve 10 Year）の利回り

２０年 残存期間が２０年の日本国債の流通利回り
（注）事業譲渡等により情報提供機関に変更があった場合、変更後の情報提供機関とします。また、インデックス

名称に変更があった場合、変更後の名称とします。

別表２ 指標金利
指標金利は、指定通貨および積立利率保証期間に応じて、つぎのとおりとします。
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なお、生命保険相談所が苦情のお申し出を受けたことを生命保険会社に連絡し、解決を依頼した後、原則として1か月を経過しても、
保険契約者等と生命保険会社との間で解決がつかない場合については、指定紛争解決機関として、生命保険相談所内に裁定
審査会を設け、保険契約者等の正当な利益の保護を図っております。

生命保険相談所
ホームページアドレス　https://www.seiho.or.jp/

当社の商品にかかる指定紛争解決機関は一般社団法人生命保険協会です。
一般社団法人生命保険協会の「生命保険相談所」では、電話・文書（電子メール・ＦＡＸは不可）・来訪に
より生命保険に関するさまざまな相談・照会・苦情をお受けしております。また、全国各地に「連絡所」を
設置し、電話にてお受けしております。

ウェブによるお手続き・お問合せ

ウェブサービス

お電話によるお手続き・お問合せ

苦情の申出先および相談窓口

お客さま相談窓口

ご契約内容・各種お手続きお問合せ窓口

チャットサービス

ウェブによるご契約内容の確認や変更、
給付金請求のお手続きが可能です。
お手続きによってはウェブサービスで完結できない場合がございます。

※保険契約者が法人の場合はご利用いただけません。

当社ウェブサイトに表示される
アイコンをクリックするとご利用いただけます。

共通URL　　https://www.orixlife.co.jp/customer/ivr/

10桁の証券番号をご用意のうえ、保険金・給付金の受取人ご本人からご連絡ください。

10桁の証券番号をご用意のうえ、契約者ご本人からご連絡ください。

0120-506-094

保険金・給付金お問合せ窓口

0120-506-053

受付時間 月曜～金曜 9：00－17：00（土日・祝日・年末年始休み）
0120-227-780

受付時間 月曜～土曜 9：00－18：00（日曜・祝日・年末年始休み）

受付時間 月曜～土曜 9：00－18：00（日曜・祝日・年末年始休み）

生命保険のお手続きや保険契約に関する苦情・ご相談につきましては、
以下の窓口へご連絡ください。

https://www.orixlife.co.jp/customer/ivr/
https://www.seiho.or.jp/


お問合せは

104400

ORIX2024-A-071  TB　2024年9月作成 終身保険

〒100-0004　東京都千代田区大手町2-3-2 大手町プレイス イーストタワー
TEL 03-3517-4300
https://www.orixlife.co.jp/

※PDF版は認証紙に印刷された認証印刷物データを使用して作成しています。

※QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

上記の他にチャットサービスや24時間自動受付サービスによりお手続きができる場合もございます。
くわしくは当社ウェブサイト（https://www.orixlife.co.jp/customer/）をご参照ください。

ウェブサービス

右のQRコードからお手続きが可能です。

ウェブによるご契約内容の確認や変更・給付金請求のお手続き

https://www.orixlife.co.jp/customer/wp/
※ご利用にあたっては、当社への携帯電話番号の登録が必要です（保険金・給付金請求を除く）。
※保険契約者が法人の場合はご利用いただけません。
※お手続きによってはウェブサービスで完結できない場合がございます。

カスタマー
サービスセンター 受付時間 月曜～土曜 9:00－18:00 （日曜・祝日・年末年始休み）

お電話によるご契約内容・各種お手続きに関するお問合せ

10桁の証券番号をご用意のうえ、契約者ご本人からご連絡ください。

0120-506-094

保険金・給付金
お問合せ窓口

10桁の証券番号をご用意のうえ、保険金・給付金の受取人ご本人からご連絡ください。

保険金・給付金に関するお問合せ

受付時間 月曜～土曜 9：00－18：00 （日曜・祝日・年末年始休み）
0120-506-053

積立利率および当社所定の為替レートについて
積立利率および当社所定の為替レートについては、当社のウェブサイトでご確認いただけます。

オリックス生命 ウェブサイト https://www.orixlife.co.jp/fx/whole-life/accumulation-interest-rate/
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